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第 1 章 序論 
 
1.1 研究背景と必要性 
 
現在、世界的に地球温暖化が問題になっている。国連の気候変動に関する政府間パネル（ＩＰ
ＣＣ）の報告書によればこれ以上温暖化が進んだ場合には気候システムに大きな影響があり、積
雪面積の減尐や海面水位の上昇、生態系の変化、洪水・干ばつの増加などの影響があるとされる。
たとえば、環境省の予測では約３度の気温上昇で国内の洪水被害額は今世紀末までに年間７.６兆
円に膨らみ、ブナ林はほぼ半減する。世界的には水不足の深刻化、サンゴの消滅の拡大が起きる
とされている。この温暖化の原因は人為起源の温室効果ガスの増加である可能性が高いとされて
いる。 
そのため、世界全体で温暖化防止に取り組むために、１９９７年１２月１１日第３回気候変動
枠組条約締約国会議（COP3）で京都議定書が議決された。この議定書では先進国には温暖化防
止のために GHG 削減が義務付けられ、日本においても１９９０年比で６％の削減義務が定めら
れた。 
しかし、外航海運についてはその複雑性、専門性から京都議定書では検討されず、国際海事機
関（ＩＭＯ）に任されることになった。しかし、現状では具体的な数字目標は何も決まっていな
い。外航海運から排出されると思われる温室効果ガスはＩＭＯの推定値で８．５億トンといわれ、
国別でみるとインドに次ぐ世界第６位の数字になる。また、外航海運の荷動き量、船腹量は今後
増加すると考えられ、それに伴い温室効果ガス排出量も増加すると考えられる。以上のことから、
外航海運におけるＣＯ２排出量削減への取り組みは必須といえる。 
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1.2 研究目的 
 
先程述べたように海上輸送における CO2 排出量の削減は必要であり、その為に既存研究では海
上輸送におけるCO2排出量の推定、減速航海等のCO2排出削減の効果の推定等が行われてきた。
しかし、既存の研究では CO2 排出量は主に世界全体を対象とした計算である。IMO の計算にお
いては船種別の CO2 排出量は計算しているが、地域別の CO2 排出量は計算していない。 
シップ・アンド・オーシャン財団の計算では CO2 排出量を船種別、船型別、船齢別に計算して
おり、地域別の計算も行っている。しかし、この計算ではコンテナ輸送量をコンテナヤードのコ
ンテナ取扱量から推計しており、実際の航路の運航から推計していない。実際には船舶からの輸
送量は航路を走る船舶の船型 TEU、積載率、速力により変化する。航路における船舶のデータは
地域別の異なるため、CO2 排出量も地域ごとに異なるはずである。また、CO2 削減策においても
船速の大きい航路における減速航海と、船速の小さい航路における減速航海では効果が異なるよ
うに、地域ごと、航路ごとに有効な削減策は異なるはずである。 
 また、CO2 排出削減策においては CO2 排出量を削減することも大事ではあるが、その削減策
が実際に実行可能でなければ意味がない。なので、CO2 排出量の削減策を行う場合、同時にその
削減策を行うのにどの程度の費用が必要になるのか、削減策を行うに当たり新しく必要な船舶は
どれくらいか、運航サービスのレベルどう変わるのか等の変化を考慮する必要がある。また、こ
の費用等においても地域ごと、航路ごとに変化は異なるはずである。 
 そこで、本研究ではCO２排出削減策における実行可能性を地域別に求めることを目的とする。
そのために、まず、CO2 排出量、船舶運航における費用を地域別に計算し、それぞれの地域にお
ける特徴を分析する。その後、CO2 排出削減策を実行した場合の CO2 排出量の削減量、船舶運
航における費用の変化を地域別に計算し、CO2 排出削減量の視点、船社の視点、荷主の視点から
その削減策が効果的かどうかを考察する。そして、それぞれの視点を総合してその地域において
その削減策が実行可能かどうかを検討する。そして最後に地域別にどの CO2 排出削減策に取り組
むべきかを明らかにする。 
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1.3 既存研究について 
 
国際海運からの CO2 排出量の推計の既存研究としては、IMO による船舶からの推計、IEA に
国際バンカー、つまり、外航海運向けの重油の販売量による推計がある。また、国内の研究では、
国土総合技術研究所の「我が国貨物の国際・国内海上輸送による CO2 排出量の推計」(1、シップ・
アンド・オーシャン財団による「船舶からの温室効果ガスの排出削減に関する調査報告書」、の２
つがある。        
IEA の計算については船舶からの CO2 排出量が計算できないこと、IMO の計算手法について
は地域別ではなく船種別の計算であること、輸送距離ではなく稼働時間を元に計算していること
などから、本研究の目的である、地域別の CO2 排出量を求めることに適さない。なので、本研究
においては CO2 排出量の計算においては国土技術政策総合研究所、シップ・アンド・オーシャン
財団の研究を参考とした。 
 
以下にそれぞれの研究手法の違いの表を示す。 
表 1.3.1 国土技術政策総合研究所とシップ・アンド・オーシャン財団の違い 
 
 国土総合技術研究所の計算は CO2 排出量を船舶の TEU 別の計算を行っており、船舶の船速、
消席率等を考慮した計算が可能である。荷役時における CO2 排出量についても計算しており、
CO2 排出削減策の検討も行っている。しかし、輸送量を港湾統計におけるコンテナ貨物量から求
めており、航路における隻数、寄港頻度等は考慮されていない。 
 シップ・アンド・オーシャン財団の計算では世界全体を考慮した計算を行っており、船舶の船
型別、船齢別、船種別の検討を行っている。また、CO2 排出量についても、地域別の輸送量、CO2
排出量の計算等で推計が多く、詳細な CO2 排出量は計算されていない。 
 本研究では地域別の TEU 数、消席率、速力の違いを考慮するため、CO2 の計算式は主に国土
総合技術政策研究所の式を参考にした。また、航路ごとの船齢の影響を考慮するため、船齢が CO2
排出量に及ぼす影響についてはシップ・アンド・オーシャン財団の計算手法を参考にした。 
 また費用の計算においては、定期輸送サービスにおける船社と荷主の費用を求めた川口の研究
がある。この研究においては船社と荷主の費用を別々に計算している。荷主においては保管費用
まで考慮して計算している。そこで、本研究では費用の計算において川口の論文を参考にする。 
研究機関 国土技術政策総合研究所 シップアンドオーシャン
対象範囲 日本の輸出入 世界全体
輸送トン数の参考元
港湾統計、全国輸出入コンテ
ナ貨物流動調査
造船業基盤整備事業協会提
供資料、コンテナについては
データがなかったので推計
輸送トン数の分類 相手国・地域、船型、船種 船齢、船型、船種
輸送距離の参考元
Fairplay World Distance
Table
（平均輸送距離）＝（年間輸
送量（TR））÷（年間貨物量
（TN））
排出原単位の計算式 船型、積載率、速度から計算
船舶明細書から相関分析を
行うことでもとめる
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1.4 論文の構成 
 
 まず、この第 1 章で研究の背景や目的を述べた。 
 次に、第 2 章では国際海運における CO2 削減への取り組み、国際海上輸送における現状の数字
などを示す。 
 第 3 章では本研究における CO2 排出量、費用の計算について述べる。また、その中で本研究に
おいて計算された数字の妥当性の考察を示す。 
 第 4 章では計算された CO2 排出量、費用における地域別の違いをもとめ、それぞれの地域でど
の項目が CO2 排出量、費用に影響を与えているか示す。 
 第 5 章では CO2 排出削減策を実行した場合の CO２排出量、費用の変化を述べ、削減策の地域
ごとの実行可能性を示す。 
 最後に、第 6 章では結論と今後の課題について述べた。 
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第２章 国際海運における現状 
2.1  IMO における取組み 
 
外航海運に関する温室効果ガスの削減については京都議定書の２条２項によりＩＭＯが取り組
むことになっている。現在の IMO における取組みとしては文献から(2以下の 4 つあげられる。 
 
①ＧＨＧ排出削減対策に関する原則の制定 
②ＣＯ２排出設計指標の開発 
③経済的手法 
④船舶からのＣＯ２排出削減のためのベストプラクティス 
 
➀ＧＨＧ排出削減対策に関する原則はデンマークなどが提案した９つの原則であり、圧倒的多
数の賛同を得て２００８年３月の第５７回海洋環境保護委員会（ＭＥＰＣ５７）において合意さ
れた。 その内容は以下のとおりである。 
１．地球規模のＧＨＧ総排出量の削減に効果的に貢献すること  
２．抜け道を防ぐため、拘束力を有しすべての旗国に平等に適用されること  
３．費用に見合う効果が得られること  
４．市場歪曲を防ぐ（尐なくとも効果的に最小化する）ことができること  
５．世界貿易と成長を阻害せず、持続可能な環境上の措置であること  
６．目標達成型アプローチに基づくものとし、具体的手法を規定しないこと  
７．運産業全体における技術革新・研究開発の促進・支援に役立つこと  
８．エネルギー効率分野における主導的技術対応していること  
９．実用性があって、透明性があり、抜け道がなく、管理が容易であること 
 
このうちの３にあるように、CO2 の削減においては費用対効果が重要である。また、５にある
ように継続することができなければならず、CO2 排出量の削減において実行可能性は重要な問題
であることが分かる。 
②のＣＯ２排出設計指標は個別の船舶の環境性能を示す指標であり、日本案をベースに作成す
る合意が取り付けられている。 
③の経済的手法としては燃料課金、排出権取引の事であり、CO2 排出量を削減するための経済
的な仕組みであり、現在は議論中である。 
④のベストプラクティスとは減速運行、ウェザールーティング、適切な船舶管理などのＣＯ２
排出量を削減する行動を指し、船主等が自主的に取り組むことが推奨されている。 
 このうち本研究が取り組むのは④であり、減速航海のように既存の船舶の運航方法を変更する
ことで CO2 を削減する方法、つまり、CO2 排出削減策について検討する。 
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2.2 国際海上輸送における CO２排出量 
 
 以下に船種別の海上輸送における CO2 排出量を示す。 
 
 
図 2.2.1 船種別年間総 CO2 排出量 
 
船種別で見るとタンカー、バルカー、コンテナ船の 3 種類の船舶の CO2 排出量が多いことが分
かる。次に船主協会の HP(24から船種別の速力を示す。 
 
表 2.2.1 船種別速力 
 
 
 この図から船種で見るとコンテナ船の速力が高いことが分かる。船舶からの CO2 排出量は速力
が高いほど多くなる。そのため、コンテナ船は船舶からの CO2 排出効率が高く、削減策を行うこ
とで最も CO2 排出量を削減することができると推測される。 
 コンテナ船は資料(25から荷動き量が増加しており、今後も増加すると考えられる。また、コンテ
ナ船は定期運航であるため、タンカー、バルク等に比べデータが入手しやすい。タンカーは現在
中東以外にも南米からの輸送量が増えているため、輸送距離が延び CO2 排出量も増加すると考え
られるが、本研究では CO2 排出量の改善効果の高いコンテナ船を対象とする。 
船種 船名 速力
NYK　ANTARES 23
MOL ADVANTAGE 25.7
GOLDEN GATE BRIDGE 28.5
室蘭丸 15.5
SANKO　UNITY 15.5
SKY WING 16.15
翔鵬丸 14
愛宕山丸 14
名友丸 12
バルカー
コンテナ船
タンカー
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表 2.2.2 世界のコンテナ荷動き推移 
 
 
 
図 2.2.2 世界のコンテナ荷動き推移 
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2.3  国際コンテナ定期船輸送について 
船舶は大きく商船、漁船、特殊船等に分かれる、このうち商船についてはさらに、コンテナ船、
ばら積み船、鉱石専用船、チップ船、自動車専用船、原油タンカー、LNG 船等に分かれる。この
うち、コンテナ船は全世界を航行しており、タンカーやバルカーと比較した場合、あらかじめ定
められたスケジュールに従って運航する定期船であることが特徴である。基本的に一つの航路に
おいては、週に一度港に船舶が止まる定時定曜サービスである。またそれに合わせて航路におけ
る隻数が決まっている。たとえば、航路を 1 周するのに 56 日要する場合、全体で 8 隻の船舶を
要する（＝56 日/7）。 
航路における基本的な関係式は以下の通りになる。本研究における減速航海等の削減策は以下
の式を元にその変化を考察する。 
 
M = W × N 
f ∝
N
T(P)
 
α =
D
f×W
 
 
M：輸送能力（ＴＥＵ） 
W：積載容量（ＴＥＵ/隻） 
N：隻数（隻） 
α：積載率（％） 
D：輸送需要（ＴＥＵ/年） 
f：寄港頻度 
P：１航路当たりの寄港地数 
T(P)：１航海時間（日）であり寄港地数の関数で表される 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
式(2.3.1) 
式(2.3.2) 
式(2.3.3) 
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2.4 国際コンテナ定期輸送の現状 
 ここでは国際コンテナ輸送における現状の数字を示す。数字は国際輸送ハンドブック(3 から集
計したもので、表 2.3.1 に各航路のデータをまとめた。そこから分かる各航路の特徴を表 2.3.2 に
示す。この表において、往路は東アジア発の事をさし、復路は東アジア着の事をさす。往路と復
路で違う数字を示す消席率はそれぞれ別に表記した。 
 
表 2.4.1 地域別の前提条件の数字 
 
 
以上の比較から求められた各航路の特徴を以下にまとめる。 
表 2.4.2 各地域間特徴まとめ 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
北米航路 南米航路 欧州航路 アフリカ航路 オセアニア航路中東・南ア航路 東アジア域内航路
航路数 73 53 77 28 44 69 372
平均TEU 4986 2995 6303 2605 2417 3059 1007
平均速度（ノット） 23.9 21.5 24.3 21.4 20.5 21.6 17.6
平均実速度（ノット） 19.2 17.3 17.6 14.4 17.2 14.8 12.4
平均船齢（年） 8.5 9.2 8.2 10.1 10.9 10.7 17.3
運航間隔（日） 7.8 8.3 7.2 7.5 9.3 8.1 7.0
隻数 7.6 8.8 9.0 7.7 4.6 5.9 2.3
平均輸送距離（マイル） 20237 23533 22699 16740 13084 12619 3613
消席率往路 79.4% 27.2% 50.6% 47.1% 25.8% 28.8%
消席率復路 34.4% 15.3% 19.5% 13.0% 16.2% 8.0%
75.8%
航路名 特徴
北米航路
南米航路
欧州航路
アフリカ航路
オセアニア航路
中東・南ア航路
東アジア域内航路 航路数が多い代わりに、平均TEU、速度の小さい航路。輸
送距離が小さいが輸送量は多い
速力が速く、CO2排出原単位が高い。また、輸送量も多く
CO2排出量の推計で重要な航路
輸送距離が長く、隻数も多いが、輸送量は少なく、消席
率、輸送TEUも小さい航路。
輸送距離、平均TEUの値が全航路のうちで最も大きく、輸
送量も多い航路、北米航路と同じく重要な航路
速力、平均TEUの値が小さい。また、航路数、輸送量も少
ない航路。重要度は低い。
東アジアに近く輸送距離が短い。航路数、平均TEU数も少
なく影響の少ない航路。重要度は低い
航路数は多いが、輸送距離が小さく、輸送量も少ない。消
席率が最も低い航路。
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第３章 CO2 および定期コンテナ船運航費用の計算方法 
 
3.1 本研究における計算概要 
 本研究では航路別に CO2 排出量、費用を計算する。航路におけるデータは国際輸送ハンドブ
ック(3 を参考にする。CO2 排出量、運航費用ともに国際輸送ハンドブックのデータから計算でき
る。また、CO2 排出削減策についても国際輸送ハンドブックに記載されている数字を変化させて
計算する。 
本研究で対象とする航路は全部で 719 航路、船舶 3281 隻である。そのうち、データがないため
平均値を仮定として用いた航路が 187、船舶が 965 隻である。 
本研究の計算においては、上記の航路ごとに CO2 排出量、費用を計算しそれを合計することで
総 CO2 排出量、総費用を計算する。 
この章では、この 3.1 で計算の概要を示し、3.2 では対象範囲を、3.3 では CO2 排出量の計算式
を、3.4 では費用の計算に使用する計算式を、3.5 では計算に使用するデータの説明を、3.6 では
ある航路における計算例を、3.7 で計算における妥当性の検討を示す。 
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3.2 対象範囲 
 
本研究の対象航路は国際輸送ハンドブックに記載されている、東アジアとその他の地域である。
世界全体をカバーすることはできていないが、定航海運の現状(4 から、東アジアとその他の地域
で全世界の 2/3 の貨物量を占めることが分かるので、本研究では、ほぼ世界全体をカバーしてい
るということができる。地域の区分についてはコンテナ輸送量の地域区分と国際輸送ハンドブッ
クの区分から合わせて以下のように求めた。地域名は本研究で使用する航路の地域別の呼び名で
あり、地域間は輸送における発地と着地である。 
 
表 3.2.1 本研究における対象地域区分 
 
 
 本研究では船種はコンテナ船のみを対象にする。船舶による輸送は主にコンテナ船による定期
船とタンカー、バルク船といった不定期船に分かれる。このうち定期船は、定時定曜サービスの
関係から CO2 削減策による、費用、サービスへの影響も大きいと考えられる。また、定期船は複
数の港を経由するため計算が複雑になるが、その分、最初に計算方法を確立させることができれ
ば、不定期船への応用が簡単にできる。なので、本研究ではコンテナ船のみを対象に検討を行う
ことにする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地域名 地域間
北米→東亜
東亜→北米
南米→東亜
東亜→南米
欧州→東亜
東亜→欧州
アフリカ→東亜
東亜→アフリカ
オセアニア→東亜
東亜→オセアニア
中東・南亜→東亜
東亜→中東・南亜
東アジア域内
北米航路
南米航路
欧州航路
アフリカ航路
オセアニア航路
中東・南ア航路
東アジア域内航路
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3.3 CO2 排出量計算式 
 
3.3.1 CO２排出量計算式 
 
CO2 排出量はまず航路別に計算する。今までに求めた CO2 排出原単位、輸送 TEU マイルから
船舶の輸送時における CO2 排出量を計算し、その後、荷役時の CO2 を足し合わせることで計算
する。 
 
Pi = Cefi × TRi＋Pli  
Ptotal =  Pii∈I  
Pi  ：航路 i における総 CO2 排出量（t-CO2/年） 
Ptotal  ：総 CO2 排出量（t-CO2/年） 
Cefi ：航路 i における CO2 排出原単位（t-CO2/TEU/マイル） 
TRi   ：航路 i における輸送 TEU マイル 
Pli ：荷役時における CO2 排出量（t-CO2/年） 
 
3.3.2 輸送量計算式 
 
以下に輸送量の計算式を示す。 
TRi = Wi × fi × Lfarea × di 
TRi   ：航路 i における輸送 TEU マイル 
Wi  ：航路 i における船舶の船型 TEU 
fi    ：航路 i における寄港頻度 
Lfarea  ：航路 i の地域における消席率 
di   ：航路 i における輸送距離（マイル） 
 
TR は 1 年間にその航路で運ばれる輸送 TEU マイルであり、年間輸送量に輸送距離を掛けて求
められる。輸送量は船舶の TEU 数に寄港頻度と消席率を掛けたもので、輸送距離の求め方は次
の 3.3.2 に示す。 
 
3.3.3 実速力計算式 
 
 計算に使用する速力は国際輸送ハンドブックに記載されているデータとは別に、実際に航路に
おける実速度を推測して求めた以下に実速度の計算式を示す。 
 
式（3.3.1） 
式（3.3.10） 
式（3.3.11） 
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vi
′ =
d i
Tvi − Te ×ni＋Tli  −M
 
 
vi
′ ：航路 i における実速度（ノット） 
di ：航路 i における距離（マイル） 
Tvi ：航路 i における航海時間（日） 
Te ：入出港時間（日） 
ni ：寄港地数（港） 
Tli ：航路 i における荷役時間（日） 
M ：航海におけるマージン率 
 
d は 3.3.2 で求めた距離であり、Tvは国際輸送ハンドブックに記載された航路ごとの航海日数
である。入出港時間は船舶の入出港作業などにおいて必要とされる時間であり、寄港地数はその
航路における 1 ローテーションの間で巡る港の数である。荷役日数は港において貨物を揚げ降ろ
しするときに必要な時間であり以下の式(3.3.3)のように求められる。 
 
Tli =
W i ×Lf area
Tc ×nc
 
 
Tc ：ガントリークレーンにおける１TEU 当たりの荷役時間 
nc ：船舶においてガントリークレーンが使用可能な数 
 
3.3.4 消席率計算式 
 
 消席率の計算は国際海上コンテナ輸送概要(5を参考にした。消席率は地域別で計算をするため、
まず航路ごとの輸送 TEU と寄港頻度を掛け合わせて航路別に輸送力を計算した後、輸送力を地
域間ごとに総合して、地域間別の需要量と輸送力から地域間別に消席率を求める。 
Lfarea =
Darea
 (fi ×W i ;i∈Iarea )i
 
Lfarea  ：航路 i の地域における消席率 
Darea ：地域間別の輸送需要（ＴＥＵ/年） 
fi  ：航路 i における寄港頻度 
Wi  ：航路 i における船舶の船型 TEU 
 
3.3.5 CO2 排出原単位計算式 
 
以下に CO2 排出原単位の計算を示す。計算式は国土政策技術総合研究所の研究資料(1(20 を参考
にした。 
式(3.3.4) 
式（3.3.2） 
式（3.3.3） 
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𝐅𝐨𝐢 = 𝟔. 𝟖𝟕 × 𝟏𝟎
−𝟓 𝐃𝐒𝐏𝐢 −  𝟏− 𝟎.𝟔𝟓 ∙ 𝐋𝐟𝐢  ∙ 𝐃𝐖𝐓𝐢  ∙ 𝐃𝐒𝐏𝐢
−
𝟏
𝟑 ∙ 𝐯𝐢
′𝟐 × (𝟏 +
𝟎.𝟎𝟓 × 𝐚𝐠𝐞𝐢
𝟏𝟎
) 
 
DSPi = 1.37 ∙ DWTi ＋1660 
DWTi = Wi × 10.8＋12400 
 
Foi  ：航路 i における燃料消費量(kg/km) 
Lfarea  ：航路 i の地域における消席率 
vi
′ ：航路 i における実速度（ノット） 
Wi  ：航路 i における船舶の船型 TEU 
DSPi  ：航路 i における船舶の満水排水トン 
DWTi  ：航路 i における載貨重トン 
agei  ：航路 i における平均船齢（年） 
 
Fo は燃料消費量であり船舶が１km あたりすすむときに排出する燃料である。ここで求められ
た fo を元に以下の計算で CO2 排出原単位を計算する。 
 Cief は航路別で見た CO2 排出原単位である。燃料消費量 Fo を輸送した TEU 数で割り、輸送
距離をマイルに換算することで１TEU マイル当たりの燃料消費量が分かる。これに C 重油におけ
る CO2 排出係数)6)7を掛けることで CO2 排出原単位に換算する。 
 
Cefi = (
Fo i /1.852
W i ×Lf area
) × 2.999 
 
3.3.6 荷役時 CO2 排出量計算式 
 
 荷役時における CO2 排出量は国土総合技術研究所の方法で計算する。Cgl、Ctl、Cylはガントリ
ークレーン、トランスファークレーン、ヤードシャーシにおいて荷役時に発生する CO2 排出量で
ある。元の論文ではでは 1 トン当たりの CO2 排出量がしめされている。本研究では TEU で計算
しているため、トン換算するため 8 を掛ける。この 8 は元の論文におけるトンと TEU の換算係
数である。また、荷役は揚げと卸の 2 回考える必要があるので 2 倍にして計算する。 
 
Pli =  Cgl + Ctl + Cyl × Wi × 8 × Lfarea × fi × 2 
 
Pli ：荷役時における CO2 排出量（t-CO2/年） 
Cgl ：ガントリークレーンによる CO2 排出量原単位（t-CO2/t） 
式（3.3.5） 
式（3.3.6） 
式（3.3.7） 
式（3.3.8） 
式（3.3.9） 
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Ctl ：トランスファークレーンによる CO2 排出量原単位（t-CO2/t） 
Cyl ：ヤードシャーシによる CO2 排出量原単位（t-CO2/t） 
Wi  ：航路 i における船舶の船型 TEU 
Lfarea  ：航路 i の地域における消席率 
fi  ：航路 i における寄港頻度 
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3.4 費用計算式 
 
3.4.1 荷役費用計算式 
 
海上輸送に関わる費用としては輸送、保管、荷役が考えられる。また、船舶輸送に関わる当事
者としては船社と荷主の二つが存在する。このうち荷主が関わる費用は仕入れ費用、輸送費用、
保管費用、リスク費用があり以下の式(3.4.1)のように表すことができる。E1 は仕入れ費、E2 は
輸送費、E3 は保管費、E4 はリスク費を表す。荷役、費用の計算ともに川口の論文の式を参考に
している(8。 
 
Eoi = E1i + E2i + E3i + E4i  
 
Eoi ：航路 i における荷主費用（円/年） 
E1i ：航路 i における仕入費（円/年） 
E2i ：航路 i における輸送費（円/年） 
E3i ：航路 i における保管費（円/年） 
E4i ：航路 i におけるリスク費（円/年） 
 
 また、本研究では後述するように船社の費用Es=E2として計算している。そのためEoが船社、荷
主の合計費用を表す。また、全航路の総費用は以下のように全ての航路の費用を合計して計算さ
れる。 
 式 3.4.1 は荷主の費用を表す。しかし、E2の輸送費は船社に支払う運賃であり、式 3.4.2 のよう
に表すことができる。 
 
Esi = E2i  
 
Esi  ：航路 i における船社費用（円/年） 
 
 荷主の費用には船社の費用が含まれるため、式 3.4.3 に示すように航路における総費用は荷主
の費用と等しくなり、全航路の荷主費用合計が式 3.4.2 に示すように全航路の総費用になる。 
 
E
total ・i
= Eoi  
E
total ・i
 ：航路 i における総費用（円/年） 
 
Etotal =  Etotal ・ii∈I =  Eoii∈I  
式（3.4.1） 
式（3.4.4） 
式（3.4.2） 
式（3.4.3） 
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Etotal  ：総費用（円/年） 
 
 
仕入れ費は荷主が商品を仕入れ時に支払う費用の事である。本モデルでは海上輸送における費
用と CO2 排出量の関係を求める。それに対し仕入れ費は海上輸送の変化により違いが出ない項目
であるので、本研究では対象としない。 
 
E1 = u ∙ D 
 
u ：商品原価（円/TEU） 
Di  ：航路 i における年間需要量 
 
E2 は輸送費を表し、船社の収入に当たる。実際には海上輸送以外も含むが、本研究では、船舶
を対象とするため、海上輸送のみを対象とする。L1は船社の支出分, L2は船社の利益に当たる。船
社の利益一定と仮定すれば以下のように表すことができる。 
 
E2 = L ∙ Di =  L1 + L2 ∙ Di  
L1Di = Es  
L2 ∙ D = Bs = const 
 
L ：輸送単価（円/TEU） 
L1 ：L のうち船社支出分（円/TEU） 
L2 ：L のうち船社利益分（円/TEU） 
Const ：一定であることを表す 
 
E3 は保管費であり、次の式であらわされる。 
E3 = γ  
μi ∙τi
2
  
 
γ ：保管単価（円/（TEU・年）） 
μi  ：平均需要量（TEU/日） 
τi  ：運行間隔（日） 
 
 Γは保管単価を表し、１TEU の貨物を 1 年間保管した時の保管費を意味し、以下の式から求め
られる。この式における 0.007744 は文献(9から求めた売上高比率である。 
式（3.4.6） 
式（3.4.7） 
式（3.4.8） 
式（3.4.5） 
式（3.4.9） 
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γ = 0.007744 ∙ r ∙
D i
 
μ∙τ
2
 
 
 
r ：商品価格（円） 
 
また、 
μ∙τ
2
 は平均手持ち在庫量を表し、運航間隔τは以下のように算出される 
τi =
2di
Ni ∙vi
′
 
 
di ：航路 i における距離（マイル） 
Ni  ：投入隻数（隻） 
vi
′ ：船速（ノット） 
 
 E4はリスク費を表し、第一項は海上輸送中のリスク、第 2 項は保管中のリスク、第 3 項は海上
輸送中、保管中関わらず発生するリスクである。ただし、リスク費を求めるのは困難であるので、
今回は対象としない。 
 
E4 = δ1 Tiv ∙ μ + δ2  
μ∙τ
2
 + δ3  Tiv ∙ μ +
μ∙τ
2
  
 
δ1 ：海上輸送リスク単価（円） 
δ2 ：保管リスク単価（円） 
δ3 ：全体リスク単価（円） 
 Tiv ：航路 i における航海時間（日） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
式（3.4.10） 
式（3.4.11） 
式（3.4.12） 
19 
 
3.4.2 船社費用計算式 
 
 Esは船社における費用であり。式（3.4.5）のBsを 0 と仮定すればE2と等しくなる。その内訳は、
式（3.4.10）に示すように船費 C、運航費 N に分けられ、さらに式（3.4.11）に示すように N は
燃料費 g、港費 p、荷役費 l に分けることができる。 
 
Esi = Ni + Ci  
Ni = gi + pi + li  
 
Esi ：航路 i における船社費用（円/年） 
Ni  ：航路 i における運行費（万円) 
Ci  ：航路 i における船費（万円) 
gi  ：航路 i における燃費（万円) 
pi  ：航路 i における港費（万円) 
li  ：航路 i における荷役費（万円) 
 
g は燃料費を表す。費用の計算の参考のもとである川口氏の論文では速度、船型、寄港頻度か
ら計算していたが、今回は CO2 の計算から輸送 TEU マイル、燃料消費量を求めることができる
ので、CO2 排出量の計算で用いた数字を使用して計算する。Cef の CO2 排出原単位は燃料消費原
単位に CO2 排出係数 2.999 をかけて求めているため、逆に CO2 排出係数の 2.999 で割ることで
燃料消費量を求めることができる。 
 
g = c1 ∙ (
Cefi
2.999
) ∙ TR 
 
c1 ：燃料油単価（万円/トン） 
 
港費 p は以下のように表現できる。 
 
p =  c2 ∙ W + c3 ∙ f 
c2 ：入出港係数（傾き）（万円/TEU） 
c3 ：入出港係数（切片）（万円) 
 
 
荷役費 l は以下のように表現できる。 
 
式（3.4.13） 
式（3.4.14） 
式（3.4.15） 
式（3.4.16） 
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l = c4{ 1 + c5 ∙ Di } 
 
c4 ：荷役費（万円/TEU） 
c5 ：検数料金比率 
 
船費 C は以下のように表現できる。 
 
C =  c6 ∙ hu ∙ ni  +  c8 + c9 + c10 ∙ c7 ∙ Wi ∙ ni  
 
c6 ：船員費（万円/人） 
c7 ：１TEU 当たり船価（円/TEU） 
c8 ：船舶修繕費係数 
c9 ：船舶償却係数 
c10 ： 船舶利息係数 
hui  ：航路 i における船員数（人/隻） 
 
船員数 huは論文から船舶の船型が 2000TEU未満の時は 20.5人、4000TEU未満の時は 21.4人、
4000TEU 以上の時は 25.4 人とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
式（3.4.17） 
式（3.4.18） 
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3.5 計算に使用するデータ 
 
3.5.1 CO2 排出量計算に使用するデータ 
 
ここでは先程の CO2 排出量の計算式に使用したデータについて説明する。データの詳細につい
て述べた後、具体的に参考にした先を示す。 
 
𝐓𝐑 ：輸送 TEU マイル 
 
 船舶の輸送量であり、輸送した貨物の TEU に輸送距離を掛けたものである。燃料の消費量、
CO2 の排出量は輸送量だけでなく、輸送した量と距離の積に比例する。式(3.3.1)に示す計算で求
められる 
 
𝐓𝐄𝐔 ：船舶の船型 TEU 
 
 船舶の輸送できるコンテナ数を示す。１TEU は 20 フィートコンテナ 1 つ分である。本研究で
は国際輸送ハンドブックのデータから航路別にデータを取得している。 
 
𝐟 ：航路別の寄港頻度 
 
 寄港頻度はまた、運航間隔からも求めることができる。寄港頻度と運航間隔の式を以下に示す。 
f =
365
Tu
 
  
寄港頻度は国際輸送ハンドブックから求める。運航間隔を用いて上記の式(3.5.1)から航路ごとに
求める。 
𝐚𝐠𝐞  ：船齢（年） 
 
 船舶の船齢を表す。国際輸送ハンドブックに記載されている建造年次から逆算して計算する。 
 
𝐋𝐟  ：地域別の消席率 
 
 消席率はその船舶の積荷スペースに対する積荷実績の割合である。3.3.3 の式(3.3.4)を用いて地
域ごとに計算する。また、この計算式は国際海上コンテナ輸送概論(4を参考にしている。 
 
𝐃𝐚𝐫𝐞𝐚：地域間別の輸送需要（ＴＥＵ/年） 
 
 国際海運において運航される貨物量であり、本研究では定航海運の現状から地域別に数字を求
式（3.5.1） 
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めた。 
 
𝐝 ：航路別の輸送距離（マイル） 
 
輸送距離は航路ごとに数えて求めた。国際輸送ハンドブックには航路ごとに Shanghai－Kobe
－・・・・－Shanghai といったように輸送経路が記載されている。本研究では港間の距離を World 
Wide Distance Chart(18、距離表(19から求め、航路の輸送経路に記載されている港間の距離を合
計することで航路ごとの CO2 排出量を求めた。 
 
𝐯′ ：航路 i における実速度（ノット） 
 
 航路における輸送速度である。3.3.2 の式(3.3.2)にあるように、国際輸送ハンドブックに記載さ
れている速度とは別に、実際に走っていると思われる速力を計算で求めた。この速力を輸送ハン
ドブックに記載されている速力と区別するために実速度と呼ぶ 
 
𝐓𝐯：航路 i における航海時間（日） 
 
 1 隻の船舶が航路を 1 周するのにかかる日数。基本的には国際輸送ハンドブックに記載されて
いる数字をそのまま使用するが、データのない航路もある。その航路においては以下の式を用い
て推測した。f は寄港頻度であり、先程説明したように国際輸送ハンドブックの運航間隔から求め
る。N はその航路における船舶の隻数であり、こちらも国際輸送ハンドブックから求めることが
できる。 
 
f ∝
N
Tv
 
 N：隻数 
 
𝐓𝐞：入出港時間（日） 
 
 船舶が入出港するときに必要な時間である。数字については大連コンテナターミナルにおける
船舶出入港の混雑緩和に関する基礎的研究(10から、どの航路においても一律 3 時間とした。 
 
𝐧 ：寄港地数（港） 
 
 航路において寄港する港の数、航路ごとに国際輸送ハンドブックから求めた。ただし、1 ロー
テーションの間に 2 回同じ港に泊まる場合は別々にカウントする。また、同じ港であっても、別
の岸壁に接岸して荷役する場合も別々にカウントする。 
 
式（3.5.2） 
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𝐓𝐥：荷役時間（日） 
 
 荷役に必要となる日数である。3.3.2 の式(3.3.3)から求められる。 
 
𝐓𝐜：ガントリークレーンにおける１TEU 当たりの荷役時間 
 
文献(11 によるとガントリークレーンがコンテナ１個を荷役する時間が２分である。別の文献(12
より２０フィートコンテナと４０フィートコンテナの割合をもとめ、そこから、１TEU 当たりの
荷役時間は約 1.32 とした。 
 
𝐧𝐜：船舶においてガントリークレーンが使用可能な数 
 
ガントリークレーンの基数としては、横浜港のホームページに記載されているコンテナバース
のデータから約 154m につき１基あることが分かる。船舶の長さのデータは航路ごとに分からな
かったので、船舶明細書(13のからフルコンテナ船の TEU 数と全長について回帰分析を行い。TEU
数と船舶の長さの関係を明らかにした。その関係を元に船舶の TEU 数と使用可能なガントリー
クレーンの関係を明らかにしたのが以下の表である。 
 
表 3.5.1 船舶の TEU 数と使用可能なガントリークレーン数 
 
 
 
𝐌：航海におけるマージン率 
 
航海においては常に同じ速力で航行しておらず、海象気象の影響を常に受ける。その海象気象
に対する予備速力の見込みをここではマージン率と呼ぶ、この割合は文献によると５%～１０%
が適切である。そこで本研究ではマージン利率をどの航路においても１律１０%と設定した。 
 
𝐃𝐒𝐏 ：航路 i における船舶の満水排水トン 
 
乗組員・弾薬・燃料・水など、計画上搭載できるもの全てを搭載した状態での排水量。であり
3.3.4 の式 3.3.7 に示すように本研究では DWT から推測する。 
船舶のTEU クレーン数
1,482 1
4,347 2
7,211 3
10,076 4
12,940 5
15,805 6
18,670 7
21,534 8
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𝐃𝐖𝐓 ：航路 i における載貨重トン 
 
その船が積むことのできる貨物の重量を表す数字である。本研究では 3.3.4 の式 3.3.7 に示すように TEU
から推測する。 
 
𝐂𝐠𝐥：ガントリークレーンによる CO2 排出量原単位（t-CO2/t） 
 
 ガントリクレーンから排出される１トン当たりのCO2排出量、文献(1からTEU別に計算する。
また、本研究では１TEU＝８トンで換算して計算する。 
Ctl ：トランスファークレーンによる CO2 排出量原単位（t-CO2/t） 
 トランスファークレーンから排出される１トン当たりの CO2 排出量。文献から、0.0003055 
(CO2-t/ton)とする。また、本研究では１TEU＝８トンで換算して計算する。 
 
𝐂𝐲𝐥：ヤードシャーシによる CO2 排出量原単位（t-CO2/t） 
 
ヤードシャーシから排出される１トン当たりの CO2 排出量。文献から、0.0002557 (CO2-t/ton)
とする。また、本研究では１TEU＝８トンで換算して計算する。 
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3.5.2 荷主費用計算に使用するデータ 
 
 荷主に関わる費用としては仕入れ費、輸送費、保管費、リスク費の４つがある。しかし、3.4.1
でも述べたように本研究ででは海上輸送に関わる費用のみを対象とするため仕入れ費は対象とし
ない。また、輸送費は船社に支払う運賃である。船社の収益部分と費用部分の二つに分かれる。
船社の収益と費用の比率が一定であるならば、荷主が支払う運賃は船社の費用に比例する。 
 本研究では CO2 排出削減策を実行した場合の費用の変化、およびそれが船社、荷主に与える影
響を考察することで削減策の実行可能性を考察することを目的とする。なので、本研究において
は船社の収益部分については無視して考え、荷主の輸送費については船社の費用のみを見る。 
 
𝛍：平均需要量（TEU/日） 
 
 平均需要量は年間需要量を１日当たりに置き換えて計算する。 
 
𝛕：運行間隔（日） 
 
運航間隔は航路ごとに国際輸送ハンドブックから求める。 
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3.5.3 船社費用計算に使用するデータ 
 
𝐡𝐮 ：船員数（人/隻） 
 
 船員数は川口氏の論文(8から船型の大小に合わせて設定した。具体的には 2,000TEU 未満の時に
は 20.5 人、4000TEU 未満のときには 21.4 人、4000TEU 以上の時は 25.4 人とした。 
 
定数 C：燃料油単価（万円/トン） 
 
 計算に使用する定数 C は、過去の論文(8(20を元に以下のように設定した。C1 においては文献(4(に
記載されている数値から新たに求めた。 
表 3.5.2 船社費用係数一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
c1 2.7
c2 0.052
c3 32.8
c4 2.044
c5 0.091
c6 783.29
c7 TEUにより異なる
c8 0.02
c9 0.069
C10 0.045
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3.6 計算例 
 
 本研究では国際輸送ハンドブックのデータを航路ごとに Excel に取り込み、それぞれの航路ご
との CO2 排出量、費用を合計することで全航路の総 CO2 排出量、総費用を計算している。ここ
では、ある特定の航路を対象にして式だけでは計算の流れを示す。 
 
3.6.1 本研究における CO2 排出量計算例 
 
 国際輸送ハンドブックから、計算の前提となるデータを取り込みその航路ごとの平均値を求め
る。そのデータは航路番号を割り振り航路ごとにまとめる。航路番号は航路の載っている国際輸
送ハンドブックのページ（３ケタ）とその順番（１ケタ）を足し合わせた４ケタの数字で表現し
ている。 
 
表 3.6.1 航路における前提条件数値 
 
 
 また、航路は往路と復路で別々に計算する。先程の航路番号に往路と復路を区別する地域間番
号（２ケタ）を足し合わせ６ケタの数字で地域間の輸送を表現する。消席率、年間輸送量は先程
のデータをもとに式 3.3.4、式 3.3.1 を用いて地域間別に計算する。輸送距離は航路ごとに求める
が、往路と復路で別々の距離も求める。これは消席率の往航の違いを計算するためである。 
 
表 3.6.2 航路における地域間別の前提条件 
 
表 3.6.3 航路の地域、地域間と地域間番号の関係 
 
航路番号 平均TEU 平均速力 平均船齢 運航間隔 航海日数(日)
1941 4825.75 24.575 4.5 7 56
航路地域間別 消席率 年間輸送量（TEU) 輸送距離（マイル）
194117 34.9% 87,787 11802
194171 80.5% 202,664 11077
航路名 地域間 番号
北米→東亜 17
東亜→北米 71
南米→東亜 27
東亜→南米 72
欧州→東亜 37
東亜→欧州 73
アフリカ→東亜 47
東亜→アフリカ 74
オセアニア→東亜 57
東亜→オセアニア 75
中東・南亜→東亜 67
東亜→中東・南亜 76
77
東アジア域内
北米航路
南米航路
欧州航路
アフリカ航路
オセアニア航路
中東・南ア航路
東アジア域内航路
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また、実速度は航海日数から航海時間を、年間輸送量と航海日数から１回当たりの荷役量から
荷役時間を求め、そこから求めた航路ごとの航海時間と輸送距離から航路における実速度を計算
した。 
 
表 3.6.4 航路における航海日数と航海時間 
 
 
表 3.6.5 航路における荷役時間計算 
 
 
表 3.6.6 航路における実速度計算 
 
 
 また荷役時の CO2 排出量は 3.3.5 の式(3.3.9)を元に計算する。 
表 3.6.7 荷役における CO2 排出量 
 
ここまでに求められた数字をもとに式(3.3.5)を用いて燃料消費量を求め、そこから式(3.3.8)を
用いて CO2 排出原単位を求める。また、先程の年間輸送量と輸送距離から輸送 TEU マイルを計
算し、それに CO2 排出原単位を掛け合わせることでその航路における輸送時の年間総 CO2 排出
量を計算し、それに荷役時の CO2 排出量を足し合わせることで年間総 CO2 排出量を求める。 
 
表 3.6.8 航路における年間総 SO2 排出量計算 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
航路番号 航海日数(日/回) 航海時間(時/回)
1941 56 1344
航路地域間別 荷役量（TEU/回) 荷役時間(時/回） 合計荷役時間
194117 1,684 112.2 371.4
194171 3,887 259.1 0.0
航路番号 航海時間(時/回) 合計荷役時間(時/回) 航行時間(時/回) 航行時間（日/年）合計輸送距離（マイル） 実速度（マイル）
1941 1344 371.4 972.6 264.1 22,879 23.5
航路地域間別 輸送量（TEU/年）年間CO2排出量（トン）
194117 87,787 400,196
194171 202,664 555,496
消席率 燃料消費量(kg/km) CO2排出原単位(t-CO2/TEUマイル) 年間輸送TEUマイル年間CO2排出量（トン）
34.9% 116.8 0.0003854 1,036,063,141 400,196
80.5% 172.5 0.0002465 2,244,905,200 555,496
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3.6.2 本研究におけるコンテナ運航費用計算例 
 
 費用は保管費、船費、燃費、港費、荷役費があり、それぞれ式 3.4.7、式 3.4.16、式 3.4.13、式
3.4.14、式 3.4.15、に国際輸送ハンドブックのデータから計算することができる。 
以下にそれぞれの費用の計算に使用するデータと費用の額の表を表す。 
 
表 3.6.9 航路における費用計算結果 
 
 
 この費用を合計することで航路における総費用を求める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
航路地域間別荷役費（円） 船費（円） 燃費（円） 港費（円） 荷役費（円）
194117 284,459,007 4,712,043,472 3,594,865,959 147,949,621 3,915,310,878
194171 656,696,840 4,712,043,472 4,982,439,746 147,949,621 9,038,814,798
30 
 
3.7 妥当性の考察 
 
3.7.1 妥当性検討概要 
ここでは計算から求められた CO2 排出量および定期コンテナ船運航費用の数字が正しいのか妥
当性の考察を行う。CO2 排出量については IMO における CO2 排出量の数字との比較から妥当性
を検討する。費用については日本郵船、川崎汽船の決算短信に記載されていた数字との比較から
妥当性を考慮する。 
 
3.7.2 CO2 排出量の妥当性考察 
CO2 排出量の計算については 1.3 で示したようにシップ・アンド・オーシャン財団、国土技術
政策総合研究所などの研究があるが、ここでは最も信頼性の高い IMO の数字と比較を行う。 
 以下の表 3.7.1 に、本研究における全航路における平均 CO2 排出原単位、年間輸送 TEU マイ
ル、年間 CO2 排出量を示した。これを他の研究との比較のために全世界の CO2 排出量に置き換
えたのが表 3.7.2 になる。 
 
表 3.7.1 本研究における CO2 排出量推計結果 
 
表 3.7.2 世界全体への CO2 排出量換算 
 
 
 以下に船種別の IMO の CO2 排出量推定の図(14を示す。 
 
図 3.7.1 IMO による船種別 CO2 排出量推定 
 この図から IMO 推定のコンテナ船の CO2 排出量は大体 1 億 6 千万トンである。また、IMO
の報告書(15によると、船舶からの CO2 を計算するために、まず、その燃料消費量を計算している
が、その燃料消費における不確かさの幅として上下 20%を見込んでいる。このことから。IMO に
平均CO2排出原単位(t-CO2/TEUマイル) 年間輸送TEUマイル（百万TEUマイル）年間CO2排出量（百万トン）
0.00034 520,240 124
全世界輸送量（千TEU）本研究における対象範囲の輸送量（千TEU） 本研究における対象範囲の輸送量割合 全世界の推計CO2排出量（百万トン）
100,400 65,883 66% 188
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おけるコンテナ船の CO2 排出量の予測の範囲は以下のようになる。 
 
表 3.7.3 IMO におけるコンテナ船からの CO2 排出量推計値 
 
 
 自分の計算では、全世界における国際コンテナ輸送における CO2 排出量は約 1 億 8700 万ト
ンであった。この数字は上記の IMO の推測の幅に収まっており、全世界における CO2 排出量の
計算結果としては妥当な数値ということができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（単位：百万トン）
Low bound Consensus High bound
IMOにおけるコンテナ船からのCO2排出量 128 160 192
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3.7.3 定期コンテナ船運航費用の妥当性考察 
 
 費用の妥当性については船費、燃費、港費、荷役費の構成比、総費用の違いから推測する。比
較する数字は日本郵船(17、川崎汽船の決算短信(18 に記載されている数字を用いる。この時、船費
の数字については借船料を含めた数字を使用する。 
以下に計算結果の費用の構成比を示す。この構成比には保管費が含まれた、計算から求められ
た全費用の合計である。 
 
 
図 3.7.2 計算で求められた費用の構成比 
 
 次に計算結果の船費、燃費、港費、荷役費の数字とその構成比を示す。 
 
 
表 3.7.4 各費用の日本郵船、川崎汽船の数字との比較 
 
 
 
船費（百万円）, 
5,609,118, 53%
燃費（百万円）, 
1,108,952, 11%
港費（百万円）, 
610,234, 6%
荷役費（百万
円）, 2,922,758, 
28%
保管費（百万
円）, 214,833, 
2%
計算結果 船費（百万円） 燃費（百万円） 港費（百万円） 荷役費（百万円） 総費用（百万円）
費用額 5,609,118 1,108,952 610,234 2,922,758 10,251,062
構成比 55% 11% 6% 29% 100%
日本郵船 船費（百万円） 燃費（百万円） 港費（百万円） 荷役費（百万円） 総費用（百万円）
費用額 457,078 251,832 75,636 310,861 1,095,407
構成比 42% 23% 7% 28% 100%
川崎汽船 船費（百万円） 燃費（百万円） 港費（百万円） 荷役費（百万円） 総費用（百万円）
費用額 354,884 207,836 65,897 255,893 884,510
構成比 40% 23% 7% 29% 100%
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図 3.7.3 計算による費用の構成比 
 
 
 
図 3.7.4 日本郵船の決算短信に記載されていた費用の構成比 
 
船費（百万円）, 
5,609,118, 55%
燃費（百万円）, 
1,108,952, 11%
港費（百万円）, 
610,234, 6%
荷役費（百万
円）, 2,922,758, 
28%
船費（百万円）, 
457,078, 42%
燃費（百万円）, 
251,832, 23%
港費（百万円）, 
75,636, 7%
荷役費（百万
円）, 310,861, 
28%
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図 3.7.5 川崎汽船の決算短信に記載されていた費用の構成比 
 
 以上のグラフから本研究の数字においては船費の割合が多く、燃費、港費の割合が小さいこと
が分かる。燃費においては本研究では 2007 年度のデータで計算しているが、決算短信の方は 2007
年の物には燃費が載っていないため 2008 年度を使用していること。それに合わせ近年の燃料費
の急騰で最近の数字の方が大きく出ていると考えられる。そのことを考慮し、2008 年の燃料費で
計算しした数値は以下の通りになる。 
 
 
図 3.7.6 燃料費を 2008 年の数字に置き換えて再計算した数値 
 
 
 
船費（百万円）, 
354,884, 40%
燃費（百万円）, 
207,836, 24%
港費（百万円）, 
65,897, 7%
荷役費（百万
円）, 255,893, 
29%
船費（百万円）, 
5,609,118, 47%
燃費（百万円）, 
2,875,061, 24%
港費（百万円）, 
610,234, 5%
荷役費（百万
円）, 2,922,758, 
24%
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 次に総費用で見た検討を行う。表 3.7.5 に日本郵船、川崎汽船、本研究におけるコンテナの運
航量を記載した。この時、日本郵船は本研究のコンテナ運航数の約 6.0%、川崎汽船は約 5.1%の
コンテナ運用数である。 
 
表 3.7.5  コンテナ運用スケールの各船社との比較 
 
 
この時本研究におけるコンテナ運用数当たりの総費用は約 936（万円/TEU）となる。日本郵船、
川崎汽船、本研究における全世界の輸送距離等が等しく、コンテナ運用数に総費用が比例すると
仮定するならば、本研究の計算結果から求められた１TEU 当たりの費用と日本郵船、川崎汽船の
コンテナ運用スケールを掛けることでそれぞれの総費用を推測することができる。そこから求め
られた推測の数値と決算短信に記載されていた定期船の費用を以下の表 3.7.6 に示す。この数値
は記載されていた船費、燃費、港費、荷役費の合計から定期船と不定期船の比を掛けて、定期船
の費用に直したものである。 
 
表 3.7.6 計算から推測された費用と実際の費用の比較 
 
 
図 3.7.6 計算から推測された費用と実際の費用の比較 
 
 グラフを見ると本研究の推測値は実際の数値より高い数値を示す。日本郵船においては実際の
数値より約 40%、川崎汽船においては約 20%高い数値である。この理由としては先程の構成比で
船費の割合が高い数値を示していたため、その上昇分が数値を押し上げていると考える。本研究
日本郵船のコンテナ運用数（TEU） 川崎汽船のコンテナ運用数（TEU） 計算上ののコンテナ運用数（TEU）
TEU数 683486 571050 11299522
割合 6.0% 5.1% 100.0%
定期船の実際の費用（百万円） 計算から推測される費用（百万円）
日本郵船　 460,739 620,067
川崎汽船 436,437 518,063
0
100,000
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300,000
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500,000
600,000
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日本郵船 川崎汽船
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の推測値は実際の数値に比べて約 20～40％高い数値を示した。今回の検討では、船社の費用の推
計はコンテナ運用数を用いたものである。また、船社の実績値においても定期船の費用と不定期
船の費用の比から計算している。なので、推計を積み重ねているため、推計結果にある程度の誤
差があることを考慮すると、妥当性はあると考える。 
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第 4 章 計算結果の考察および分析 
 
4.1 分析の概要 
 
ここでは CO2 排出量、定期コンテナ船運航費用の地域間別の比較を行い、それぞれの地域ごと
の特徴を分析する。そして、それぞれの地域において最も影響を及ぼしている要因を特定する。
また、各地域における CO2 排出量と費用の関係を明らかにする。 
CO2 排出量、運航費用を分析するに当たり本研究ではそれぞれ３つの項目で分析する。1 つ目
は、その地域を走る航路全体の分析、2 つ目は１TEU マイル当たりの効率を分析、3 つ目は 1 航
路当たりの分析である。CO2 削減策を実行するに当たり、総量での CO2 削減量、費用増加額は
極めて重要である。しかし、実際に CO2 排出量削減策を実行するのは船社であり、船社にとって
分かりやすい数値で削減策の効果、影響を示す必要がある。そこで本研究では TEU マイル当た
りの効率、及びに船社の運航する航路１つ当たりの数字での分析も行う。 
 以下に分析する項目のまとめを示す。 
 
CO2 排出量の分析 
・地域別総 CO2 排出量分析 
・地域別 CO2 排出効率（CO2/TEU マイル）分析 
・地域別 1 航路当たり CO2 排出量分析 
定期コンテナ船運航費用の分析 
・地域別総費用分析 
・地域別費用効率（費用/TEU マイル）分析 
・地域別 1 航路当たり費用分析 
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4.2 CO2 排出量の分析 
・地域別総 CO2 排出量分析 
 ここでは、計算から求められた年間総 CO2 排出量を地域別で示し。その数字を検討すること
で地域間別の CO2 排出量の傾向を調べる。また、総量以外にも TEU マイル当たりの CO2 排出
量を検討し、輸送における効率も考察する。考察の順番としては最初に総量に対する分析を行っ
た後に効率の分析を行う。 
 以下に航路別の年間総 CO2 排出量を示す。 
 
表 4.2.1 CO2 排出量推計値と推計に関係する数値 
 
 
 
 
図 4.2.1 航路間別年間総 CO2 排出量比較 
 
 この図から、北米航路、欧州航路からの CO2 排出量が最も多いことが分かる。これらの航路は
輸送速度が高く、輸送量も多いため CO2 排出量が高いと考える。しかし、輸送量でいえば東アジ
ア域内航路も多いのに対し。そこで以下に CO2 排出量と輸送量の比較を示す。 
平均CO2排出原単位(t-CO2/TEUマイル) 年間輸送TEUマイル（百万TEUマイル）年間CO2排出量（百万トン）
0.00034 520,240 124
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図 4.2.2 地域別年間輸送量比較 
 
 
図 4.2.3 航路別年間輸送 TEU マイル比較 
 
 図 4.2.2 に示したように輸送量でみると東アジア域内航路も高い数字を示す。しかし、輸送距
離を考慮すると、東アジア域内は輸送距離が短いため図 4.2.3 のようになる。CO2 排出量は輸送
TEU マイルに比例するため、東アジア域内航路は輸送力が多い割に CO2 排出量は尐ない。 
次に往路と復路の違いを見る。東アジアから他の地域にいく場合を往路、他の地域から東アジ
アに戻ってくる時を復路と定める。 
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＊東アジア発を往航、東アジア着を復航とする 
  
 
図 4.2.4 往航別、航路別年間総 CO2 排出量比較 
＊東アジア発を往航、東アジア着を復航とする 
 
図 4.2.5 往航別、航路別年間総輸送 TEU 比較 
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＊東アジア発を往航、東アジア着を復航とする 
 
図 4.2.6 往路復路別消席率 
 
往路と復路の割合の違いをみると、どの航路においても往路の方が復路に比べ CO2 排出量の割
合が高いことが分かる。輸送量で見ると往路の方が復路に比べ割合が大きい。また、どの航路に
おいても往路の割合が大きい。 
 輸送量で見ると明らかに往路の方が大きいが、消席率の高い往路の CO2 排出原単位が小さくな
り、反対に消席率の低い復路は CO2 原単位が大きくなるため CO2 排出量で見ると輸送量よりも
差が尐なくなっていると考えられる。 
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 図 4.2.5 から、輸送量でみると、CO2 以上に往路の方が復路に比べて割合が高い。しかし、CO2
排出量でみると復路の割合が増加しているのは、図 4.2.6 に示す通り消席率が低いため、輸送効
率が悪くなり、１TEU マイル当たりの CO2 排出量が増加するためである。   
また、往路と航路における消式率の差がどの程度の影響になるのか見るため、航路別の CO2 排
出原単位を示す。 
＊東アジア発を往航、東アジア着を復航とする 
 
図 4.2.7 往航別、航路別年間総 CO2/TEU マイル比較 
 
 図 4.2.7 から、消席率が高い往路において CO2 排出原単位が低い、つまり、CO2 排出の効率で
いえば往路の方が良く、復路が悪いことが分かる。 
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地域別 CO2 排出効率（CO2/TEU マイル）分析 
 
次に効率を分析する。航路ごとに年間総 CO2 排出量を総 TEU マイルで割った数字を以下に示
す。 
 
 
図 4.2.8 航路別 CO2 排出量/TEU マイル比較 
 
 この図から南米航路、オセアニア航路の値が高く、北米、欧州、アフリカ航路では CO2/TEU
マイルはそれほど高くないことが分かる。その理由としてはコンテナ輸送現状分析(4 から北米、
欧州航路においては船型が大きいこと、東アジア域内航路においては実速度が小さいことから
CO2 排出効率が良いこと、南米航路、オセアニア航路、中東・南ア航路では消席率が高いことか
ら CO2 排出効率が悪いことがあげられる。 
 CO2 排出量の効率と船型、速度、消席率の影響を次から分析する。 
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 以下に航路別の CO2 排出量/TEU マイルと平均実速度、平均 TEU、平均消席率の図を載せる。 
 
 
図 4.2.9 平均実速度と CO2/TEU マイルの関係 
 
 式 3.3.5 から、船型 TEU、消席率が一定ならば実速力の高さは CO2 排出量の大きさに影響を
与える。なので、速力が高いほど CO2 排出効率は悪くなる。 
しかし、この図からは北米航路が欧州航路と同じくらい実速度が高い南米、オセアニア航路に
おいてCO2/TEUマイルの値が高い数値を示している。これは北米、欧州航路においては船型TEU
の大きさが影響しているためと考えられる。 
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 以下に平均 TEU と CO2/TEU マイルの関係を示す。 
 
 
図 4.2.10 平均 TEU と CO2/TEU マイルの関係 
 
 先程予想した通り、北米、欧州航路では船型が高いため、CO2/TEU マイルの数字が低いこと
が確認できる。また、南米航路、オセアニア航路、中東・南ア航路、東アジア域内航路では TEU
が尐なく、そのため CO2/TEU マイルが高いことが確認できる。ただし、TEU の尐なさでは東ア
ジア域内の CO2/TEU マイルがオセアニア航路、南米航路より低いことが説明できない。これは
東アジア域内の高い消席率が原因だと考えら得れる。 
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  次に、消席率についても同様に CO2/TEU マイルとの関係を求める。 
  
 
図 4.2.11 消席率と CO2/TEU マイルの関係 
 
 北米航路、東アジア航路においては消席率高く、CO2/TEU マイルの値も尐ないことから、高
い消席率が CO2 の排出量を低く抑えていることが確認できる。反対に南米航路、オセアニア航路、
中東・南ア航路では低い消席率が CO2/TEU マイルをあげており、CO2 の排出効率を悪化させて
いる。 
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・地域別 1 航路当たり CO2 排出量分析 
  
以下に 1 航路当たりの CO2 排出量を示す。 
 
図 4.2.12 地域別 1 航路当たり CO2 排出量 
 
 1 航路当たりでも北米、南米、欧州航路の数字が高いことが分かる。これは 1 航海当たりの輸
送 TEU マイルが大きいからだと考えられる。そこで１航路当たりの CO2 排出量と輸送 TEU マ
イルの関係を次に示す。 
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図 4.2.13 地域別 1 航路当たり CO2 排出量と輸送 TEU マイルの比較 
 
 この図から CO2 排出量と輸送 TEU マイルに関係があることが分かる。しかし、南米航路、オ
セアニア航路、中東・南ア航路においては輸送 TEU マイルに比べて CO2 排出量が多い。これは
先程の効率で示したように船型 TEU が小さいことや消席率が小さいことから 
CO2 の排出効率が悪いからであると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
200
400
600
800
1,000
1,200
1,400
0
50,000
100,000
150,000
200,000
250,000
300,000
1
航
路
当
た
り
輸
送
TE
U
マ
イ
ル
（百
万
TE
U
マ
イ
ル
）
1
航
路
当
た
り
C
O
2
排
出
量
（ト
ン
）
49 
 
 
以上の CO2 排出量における各航路の特徴をまとめたものを以下に示す。 
 
表 4.2.2 CO2 排出量の航路別特徴まとめ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地域名 CO2排出量の特徴
アフリカ
輸送量が少ないためCO2排出量は少ない、輸送量の少
ない航路の中ではCO2排出効率は比較的良い
オセアニア
輸送量が少ないためCO2排出量は少ない、TEU、消席
率が小さいためCO2排出効率は悪い
北米 輸送量が多いことからCO2排出量が高い、CO2排出効
率はTEU、消席率が大きいことから良い
南米 輸送量が少ないがTEU、消席率が小さいためCO2排出
効率は悪く、CO2排出量が多い
中東・南ア 輸送量が少ないためCO2排出量は少ない、TEU、消席
率が小さいためCO2排出効率は悪い
東アジア域内 輸送量が多いが速度が低いこと、消席率が高いことから
CO2排出効率が高いため、総CO2排出量は少ない
欧州 輸送量が最も多くCO2排出量も最も多い、TEUが大きく、
速力も低いためCO2排出効率は良い
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 4.3 定期コンテナ船運航費用の分析 
 
・地域別総費用分析 
 
 ここでは地域間別の総費用、地域間別の費用構成を分析することで、地域間ごとの費用の特徴
を分析する。分析の流れはまず地域別の費用の構成を分析し、その後、船費、燃費、荷役費につ
いて、航路ごとに何が大きく影響を及ぼしているか考察する。ここでは総費用、効率の数字を見
た後に、費用ごとの検討を行う。 
 以下に全体の総費用、航路別の総費用を示す。 
 
表 4.3.1 航路全体の各費用 
 
 
 
図 4.3.1 航路全体の各費用 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
保管費（百万円）船費（百万円） 燃費（百万円） 港費（百万円）荷役費（百万円）総費用（百万円）
214,833 5,609,118 1,108,952 610,234 2,922,758 10,465,896
船費（百万円）, 
5,609,118, 53%
燃費（百万円）, 
1,108,952, 11%
港費（百万円）, 
610,234, 6%
荷役費（百万
円）, 2,922,758, 
28%
保管費（百万
円）, 214,833, 
2%
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図 4.3.2 地域間別総費用比較 
 
 
図 4.3.3 総費用地域間別比率 
 
 航路別でみると北米航路、欧州航路の数値が 27％,30%と大きな割合を占める。その次に 12％
の東アジア域内航路が費用の割合が多い航路である。これはこの 3 つの航路の輸送量が多いため
だと考えられる。また、南米航路の数値が 11%と高いのは輸送距離が長く、航路における船舶の
隻数も多いからだと考えられる。 
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 次に各航路における費用の内訳を示す。 
 
図 4.3.4 航路別各費用割合 
 
 費用の内訳についてみてみると、輸送量の多い北米、欧州、東アジア域内航路の荷役費の割合
が多いことが分かる。また、ほとんどの航路で船費の割合が多いが、東アジア域内航路は船費の
割合が尐ない。これは表 2.3.1 に示すように東アジア域内航路は船型が小さく、速力も遅いため
船費、燃費の割合が尐ないからである。 
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 以下に航路全体の船費と船舶の TEU を合計した総 TEU を示す。 
 
 
図 4.3.5 総 TEU と船費の関係 
 
 この図から、総 TEU の大小に合わせて船費も変化しており、船費と航路の総 TEU の間に大き
な関係があることが分かる。 
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 次に燃費について示す。燃費は CO2 排出量と同じく TEU マイルに比例する。そこで以下の図
に航路別の総燃費と総 TEU マイルの比較を示す。 
 
 
図 4.3.6 総輸送 TEU マイルと燃費の関係 
 
 この図から、燃費は輸送 TEU マイルに大きく影響を受けることが分かる。北米、欧州航路は
輸送量も多いため燃費が多くなっている。また、南米航路、オセアニア航路、中東・南ア航路に
おいては輸送 TEU マイルに対して燃費が多く、CO2 の場合と同じく効率が悪いものと考えられ
る。 
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図 4.3.7 年間輸送 TEU と荷役費の関係の関係 
 
 図に示すように荷役費は年間の輸送量に比例した値となる。CO2 や燃費と違い輸送 TEU マイ
ルではないので、輸送量が多く、輸送距離の短い東アジア域内航路の数字が高い。 
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地域別費用効率（費用/TEU マイル）分析 
 次に効率の検討を行う。以下に地域別の TEU マイル当たりの総費用を示す。 
 
 
図 4.3.8 地域別１TEU 当たり年間費用 
 
 グラフから総費用の多い北米航路、欧州航路、東アジア航路では反対に効率は良いことが分か
る。逆に総費用の尐ない航路は軒並みにおいては効率が悪い。次に燃費の TEU マイル当たりの
数字を分析する。船費、荷役費は輸送 TEU マイルによって変動する数値ではないのでここでは
取り上げない。 
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燃費については影響を及ぼす原因として、速力、船型 TEU、消席率が考えられる。そこでそれ
ぞれの数字と燃費の効率の数値を比較し、燃費の効率に最も影響を与える項目を分析する。 
以下に燃費/TEU マイルと平均速力、平均消席率の比較を示す。 
 
図 4.3.9 平均実速度と燃費/TEU マイルの関係 
 
図 4.3.10 平均 TEU と燃費/TEU マイルの関係 
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図 4.3.11 平均消席率と燃費/TEU マイルの関係 
 
 図 4.3.7 から速度と燃費の間の関係はあまりないように感じられる。反対に図 4.3.9 から 
船型 TEU が大きい北米航路、欧州航路においては費用の燃費の効率が良いこと、船型の南米、
オセアニア、中東・南ア航路では船型 TEU が小さく燃費の効率が悪いことが分かる。   
東アジア域内航路においては船型 TEU が小さいが、速力が小さく消率席が高いために燃費の
効率が良くなっていると考えられる。 
また、燃費の効率の良い北米航路においても消席率は高く、燃費の効率の悪い航路では消席率
が低いため消席率の影響は大きいと考えられる。 
 つまり、現状では、ほとんどの航路においては燃費の効率に船型 TEU、消席率が大きな影響を
与えている。しかし、東アジア域内航路においては TEU より速度、消席率の影響が大きい。 
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地域別 1 航路当たり費用分析 
 
 最後に１航路当たりの費用を検討する。以下に１航路当たりの総費用を各費用を示す。 
 
 
図 4.3.12 地域別１航路当たり総費用 
 
 １航路当たりで見るとやはり北米、欧州航路の数字が高い。また、東アジア域内航路は航路数
が多いため、総費用は多かったが、１航路当たりの数値は尐なくなった。反対にアフリカ航路で
は総費用は尐ないが、航路数が尐ないため１航路当たりで見ると費用が大きいことが分かる。 
 費用の内訳、地域別の影響については総費用と同じであるためここでは省略する。 
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以上をまとめると、以下の表 4.3.2 のようになる。 
 
表 4.3.2 航路別費用特徴まとめ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地域名 費用の特徴
輸送量も多く欧州航路と並んで総費用の高い航路。TEUマイ
ル当たりの費用は最も小さく費用効率が良い
東アジア域内 輸送量が多いため荷役費が多いが、船型が小さく、速力が遅
いため船費、燃費の少ない航路。
南米 輸送量は少ないが、輸送距離、隻数が多いため総費用はそ
こそこに多い航路。船費の割合が一番大きい
欧州 総費用の最も高い航路で、TEU、隻数の大きさから船費の高
い航路。輸送効率は北米についで2番目に良い
アフリカ 総費用の低い航路。船型TEU、消席率が低く、TEUマイル当
たりの費用が高い航路。
オセアニア 総費用の低い航路。船型TEU、消席率が低く、TEUマイル当
たりの費用が高い航路。
中東・南ア 総費用はそこそこ多い。船型TEU、消席率が低く、TEUマイル
当たりの費用が最も高く、費用効率の悪い航路。
北米
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4.4 計算結果分析まとめ 
 
  ここでは今まで CO2、費用と個別に求めていた数字を合わせ地域別の CO2 排出量と費用の
関係を明らかにする。 
以下に、年間 CO2 排出量、総費用、CO2/TEU マイル、費用/TEU マイル、CO2/費用の地域別
の表を示す。また、年間 CO2 排出量と総費用の関係、CO2/TEU マイルと費用/TEU マイルの関
係を示す。 
 
表 4.4.1 航路別 CO２排出量および費用まとめ 
 
 
図 4.4.1 年間 CO2 排出量と総費用の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
年間CO2排出量（百万トン） 36.9 15.9 38.2 4.4 6.3 8.0 14.2
総費用（百万円） 2,744,931 1,149,445 3,212,033 496,499 496,985 1,025,830 1,340,174
CO2効率（トン/TEUマイル） 0.00021 0.00040 0.00020 0.00024 0.00045 0.00036 0.00023
費用効率（円/TEUマイル） 7.3 20.0 9.7 17.8 21.9 31.4 6.0
1航路当たりCO2排出量（トン） 254,795 149,748 248,219 78,373 70,657 58,118 38,057
1航路当たり総費用（百万円） 18,931 10,844 20,857 8,866 5,584 7,488 3,603
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図 4.4.2 CO2/TEU マイルと費用/TEU マイルの関係 
 
 
 
図 4.4.3 １航路当たり CO2 排出量と費用の関係 
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図 4.4.3 地域別 CO2/費用の関係 
 
 図 4.4.1 に示したように CO2、費用ともに北米航路、欧州航路の数値が高い。また、図 4.4.2
に示すように TEU マイル当たりの効率についてはほぼ反対になっており、CO2、費用ともに北
米、欧州航路において数値が低く、効率が良いことが分かる。１航路当たりの傾向では、総費用
の高い東アジア航路の数字が尐なく、総費用の数字が低いアフリカ航路の数字が高くなっている。
また、CO2/費用の数値は図 4.4.3 に示すようになった。 
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第５章 CO２排出削減策の実行可能性 
 
5.1 CO2 排出量削減策検討概要 
 
 CO2 排出削減策は以下の表 5.1.1 に示す 4 パターンで検討を行う。 
 
表 5.1.1 CO2 排出削減策まとめ 
 
 
実行可能性については、それぞれの削減策を実行した場合の CO2 の削減量と費用の変化量等を
評価し、CO2、費用の評価の合計で判断した。評価の仕方としては CO2 と費用それぞれ 20 段階
で評価した。また、費用については船社と荷主に分けて考え、それぞれ 10 段ずつ、さらに費用と
それ以外の項目とを分けて評価を行った。以下に評価のまとめの表を示す。 
 
表 5.1.2 実行可能性の評価 
 
 
船社は船を運航する船会社であり、船舶の運航に関わる費用の数値から計算した。本研究では
複数の船社による競争等は考慮していないため、ここでは費用の総額で検討を行う。また、費用
以外にも船舶の隻数等の変化も考慮する。 
 荷主は船舶に貨物の運送を発注する顧客である。削減策により費用が増加すれば、それは運賃
の増加という形で荷主にも影響を与える。運航間隔の変化は顧客から見ればサービスレベルの変
化であり、また、保管費にも影響を与える。そこで、運賃（船社の費用）、保管費、運航間隔につ
いて考慮する。 
 
 
 
 
 
 
 
CO2排出量削減策 CO2排出量削減策概要
減速航海 実速度減少、隻数増加
船型大型化 TEU増加、隻数減少、寄港頻度減少
消席率向上（船型縮小） 消席率向上、TEU減少
消席率向上（寄港頻度減少） 消席率向上、寄港頻度減少、実速度減少
主体 評価項目 評価 評価内容
社会 CO2排出削減量 0-5 社会的な視点として総CO2排出量を元に評価する。
船社費用 0-5 船社における運航費用への影響を船社費用の増加を元に評価する
必要隻数 0-5 船社における船舶への必要投資量を隻数の増加を元に評価する
荷主費用 0-5 荷主における運賃、保管費への影響を荷主費用の増加を元に評価する。
運航間隔 0-5 荷主へのサービスレベルを運航間隔を元に評価する
◎○△×社会、船社、荷主の主体の評価を元に左記の記号で実現可能性を判断した実行可能性
船社
荷主
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5.2 減速航海の実現可能性検討 
 
5.2.1 減速航海の概要 
 
 減速航海とは船舶の運航速度を減らすことで CO2 排出量を減尐させる航法の事である。式
(3.3.5)にあるように船舶で消費される燃料、排出される CO2 は、速度の２乗に比例するので、同
じ距離を高速で航海するのに必要な燃料、排出される CO2 は低速で航海するときに比べて著しく
多くなる。反対に、同じ距離を航海するとき速力を落とすことで CO2 排出量を削減することがで
きる。 
 しかし、速力を落とす場合、１航海当たりの時間は増加してしまう。式(2.2.2)にあるように航
海日数が増加する場合、寄港頻度を維持する場合には隻数を増加させる必要があり、隻数を増加
させない場合は寄港頻度が低下する。本研究における減速航海では減速して航海日数が増加する
場合、それに応じた隻数を投入することで寄港頻度は維持するものとする。減速航海の方法とし
ては隻数を減らす代わりに寄港頻度を減らす方法もあるが、そちらは 5.4 の消席率向上（寄港頻
度減尐）と同じ内容になるので、そちらで検討する。 
 実現可能性の検討については現在の速力に応じて１０％、２０％、３０％、４０％、５０％と
速力を減尐した場合の航路ごとの平均実速度の変化、それに応じた CO2 排出量、費用の隻数の変
化を比較検討することで検討しそれに合わせた CO2 排出原単位の変化を示す。また、CO2、費用
については地域全体の総増減量、１航路当たりの増減量、１TEU 当たりの増減量を比較する。 
 検討の流れとしては 5.2.2 に前提条件の変化の分析を、5.2.3 に CO2 排出量の分析を、5.2.4 に
費用の分析を、5.2.5 にそれ以外の要素の分析を示す。その数字を基に 5.2.6 で主体別に評価を行
い。最後に 5.2.7 で実行可能性の検討を行った。 
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5.2.2 前提条件の変化 
 
 以下に減速航海における前提変化をまとめた表と項目ごとの変化のグラフを示す。 
 
表 5.2.1 減速航海における前提条件の変化 
 
 
図 5.2.1 減速航海における実速度の変化 
 
図 5.2.2 減速航海における航海日数の変化 
減速割合 100% 90% 80% 70% 60% 50%
平均実速度（ノット） 15.4 13.9 12.3 10.8 9.2 7.7
航海日数(日) 34.5 38.0 42.4 48.1 55.7 66.3
平均隻数 4.5 5.7 6.2 7.0 7.9 9.2
CO2排出原単位(t-CO2/TEUマイル) 0.00034 0.00027 0.00022 0.00017 0.00012 0.00008
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図 5.2.3 減速航海における航海日数の変化 
 
 
図 5.2.4 減速航海における CO2 排出原単位の変化 
 
 平均実速度の減尐に対して、航海日数はそれに反比例し、曲線の変化を示す。隻数も航海日数
に比例した変化をするが、こちらは航路ごとに隻数が必ず整数になるように計算結果から小数点
切り上げで計算したので、きれい線でなく尐し歪んだ線となった。また、CO2 排出原単位は式
(3.3.3)から船速の２乗に比例するので、速力の減尐においても二乗曲線を描く。 
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5.2.3 減速航海における CO2 排出量分析 
 
 CO2 排出量の分析では、減速航海を行った場合の減速の割合と総 CO2 削減量の関係、CCO2
排出効率（１TEU マイル当たりの CO2 排出量）を示す。また、50％まで削減を行った場合の総
削減量、50％まで削減を行った場合の 1 航路当たりの削減量を示し、地域別の削減量の比較を行
う。 
以下に減速航海を行った場合の CO2 排出量の変化を示す。 
 
表 5.2.2 減速航海における CO2 排出量の変化 
 
 
 
図 5.2.5 減速航海における年間総 CO2 排出量の変化 
 
 減速航海を行い、速力を半分の 50%まで落とした場合、東アジアを含む航路全体での CO2 排
出量は 1 億 1800 万トンから、約 1/4 の 3000 万トンまで減尐し、CO2 排出量を約 8200 万トン削
減することができる。 
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 次に地域別でみた減速航海による年間総 CO2 排出量の変化と 50％まで減速を行った場 
合の CO2 削減量を示す。 
 
図 5.2.6 減速航海における航路別の年間 CO2 排出量変化 
 どの航路においても一定の割合で変化しているのが分かる。元々CO2 排出量の多かった 
北米、欧州航路において CO2 排出削減量が大きい。 
 
 
図 5.2.7 50％減速時における年間総 CO2 排出削減量 
 削減量でみると、北米、欧州航路が多く、その次に南米、東アジア航路の削減量が多い 
ことが分かる。 
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図 5.2.8 50％減速時における 1 航路当たり年間総 CO2 排出削減量 
 
 1 航路当たりで見ても図 5.1.7 に示すように北米、欧州航路の削減量が多い。しかし、東 
アジア航路は航路数が多いため尐なくなっている。また、アフリカ、オセアニア、中東・ 
南ア航路においては数字が逆転している。 
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 次に CO2 排出効率を見るため、１TEU マイル当たりの CO2 排出量を以下に示す。 
 
図 5.2.9 減速航海における CO2/TEU マイルの変化 
  
CO２排出効率も先程と同じく一定の割合で減尐しているのが分かる。また、先ほどとは 
反対に北米、欧州航路の数字が低く、オセアニア航路などの CO2 排出量の尐なかった航路の減尐
割合が大きい。 
 
 
図 5.2.10 50％減速時における CO２/TEU マイル削減量 
 
 TEU マイル当たりにおける CO2 排出量でみると南米、オセアニア、中東・南ア航路の 
削減量が大きく、他の航路は削減量にそれほど差がないことが分かる。 
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5.2.4 減速航海における費用分析 
 
 以下に減速航海における各費用の変化を示す。費用の分析においても総費用と１TEU マ 
イル当たりの効率を見る。また削減量については 1 航路当たりの効果を見る。 
 
表 5.2.3 減速航海における総費用の変化 
 
 
表 5.2.11 減速航海における各費用の変化 
 
 減速航海することで燃費が減尐し、船費が増加していることが分かる。総費用で 
は船費の増加の影響が大きく、実速度を 50％まで減速させる場合には年間約 9 兆 9 千万 
円の費用が約 14 兆 7 千万円まで増大し、年間費用が約 4 兆 8 千万円増大する。 
 燃費の減尐は減速航海をすることで燃料消費量が尐なくなったことが要因である。また、船費
については船舶の隻数が増加することによる船価の増大、船員費の増大が原因であるといえる。 
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 以下に航路別の総費用の図を占めす。また、50％まで削減した場合の総削減額、1 航路当たり
の削減額も示す。 
 
図 5.2.12 減速航海における航路別総費用変化 
 
地域別でみると北米、欧州航路において大きく増加している。東アジア域内航路におい 
ては、総費用はほぼ横ばいである。これは図 4.3.4 で示したように東アジア域内航路においては
船費の割合が尐ないからである。 
 以下に 50%まで減速航海を行った場合の総費用の増加額、1 航路当たりの増加額を示す。 
 
 
図 5.2.13 50％減速時における総費用増加額 
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図 5.2.14 50％減速時における 1 航路当たり総費用増加額 
 
 総額では、元々費用の大きかった北米、欧州航路の伸びが大きい。しかし、1 航路当たり 
でみると、欧州航路はやはり高い値を示すが、北米航路はそれほど高い値を示さない。こ 
れは、北米航路は欧州航路ほど船費の割合が大きくないことが理由である。 
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 次に総費用/TEU マイルの地域別変化の図を示す。 
 
 
図 5.2.15 減速航海における総費用/TEU マイルの変化 
 
 費用の効率でみると中東・南ア航路、オセアニア航路の割合が大きく、反対に北米、欧州航路、
東アジア域内航路ではほとんど増加していない。輸送 TEU マイルは減速航海で変化しないので、
実際には増加しているのだが、どちらの航路も輸送 TEU マイルが多いため変化が尐なく見える
だけである。また、増加量でみると中東・南ア航路の数値が大きいのが分かる。 
 
 
図 5.2.16 50％減速時における総費用/TEU マイルの変化 
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5.2.5 その他の要素の検討 
 CO2 排出削減策の実行可能性を考慮するためには CO2 排出削減量、費用の増加額以外にも必
要な船舶の増加数、運航間隔の変化などは削減策を実行する場合の必要投資、サービスレベルの
低下などに関わるため考慮する必要がある。ここでは、船舶の追加隻数と航海日数について考察
する。運航間隔については、今回は変化しないので考慮しない。また、どの要素についても総数
ではなく 1 航路当たりの増加量で検討する。 
 
図 5.2.17 50％減速時における航路別必要隻数比較 
 必要になる 1 航路当たりの隻数は欧州、南米航路が高い。なので、これらの航路では減速航海
を始めるための初期投資が高いと考えられる。 
 
図 5.2.18 50％減速時における航路別航海日数増加 
 航海日数の伸びも南米、欧州航路が多く、これらの航路では船舶の運航時間が他の航路よりも
長くなる。 
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 最後に、他の削減策と比較するための指標として費用当たりの CO2 排出量を示す。総額の変化
と、地域別の変化の 2 つを示す。 
 
図 5.2.19 減速航海における費用当たり CO2 排出量変化 
  
減速航海においては費用が増加していること、CO2排出量が大幅に削減されていることからCO2/
費用は大幅に下がっている。 
 
図 5.2.20 地域間別、減速航海における費用当たり CO2/費用変化 
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5.2.6  減速航海における主体別評価 
 
減速航海における社会的な視点 
 
CO2 排出削減量を元に社会的な視点から地域別の違いを評価する。以下の表 5.2.5 に 50%減速
時の CO2 削減量を示した。評価については表 5.2.5 に示すように地域別に削減できる数字から求
めた。この表の数字はすべての削減策における CO2 削減額を考慮して相対的に作成した。また、
評価には使用しなかったが、CO2、費用の効率、1 航路当たりの数字は実現可能性に多尐の影響
があると考えられるので、数値だけ表に示した。 
 
表 5.2.4 地域別 CO2 排出削減量の評価 
 
 
表 5.2.5 CO2 排出削減量の評価基準 
 
 
 CO2 排出量の削減額で見ると、もともと輸送量の高かった北米航路、欧州航路の数字が 
高く、CO2 削減の視点から見た評価も高い数字を示す。ただし、TEU マイル当たりの数字 
に示すように効率の点からいうと北米、欧州航路よりも輸送量の尐ない南米、オセアニア、 
中東・南ア航路の数字が高く、こちらの航路の方が改善の余地が高いことが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア中東・南ア東アジア域内
総CO2排出削減量（百万トン） 26.6 11.4 27.6 3.1 4.5 5.7 9.4
CO2排出量削減割合 75% 75% 75% 75% 75% 75% 74%
CO2排出効率変化（トン/TEUマイル） 0.00015 0.00029 0.00015 0.00017 0.00032 0.00026 0.00015
1航路当たりCO2排出削減量（トン） 183,193 107,569 179,125 55,810 50,163 41,265 25,282
社会的評価 5 2 5 1 1 1 2
CO2
＊数字はすべて50％減速時におけるもの
社会的評価 0 1 2 3 4 5
CO2排出削減量（百万トン） 0未満 0-6 6-12 12-18 18-24 24-30
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減速航海における船社の視点 
 
 船社の視点では、50%減速時における費用の増加額のうちから船社の費用の増加額と地域別に
みた総隻数の増加量から評価を行った。評価は表 5.2.6 に示すように費用の総額、総隻数の数字
をもとに行う。評価の結果は表 5.2.7 に示す。船社の視点においては TEU マイル当たりの効率、
1 航路当たりの費用も知る必要があると考えたため、評価には使用しないが表に数字を示した。 
 
表 5.2.6 地域別船社視点の評価 
 
 
表 5.2.7 船社費用の評価基準 
 
 
 費用の増加で見ても CO2 と同じく輸送量の多い北米、欧州航路の数字が高いことが分かる。ま
た、効率で見ると逆に輸送量の尐ない航路では数字が高く効率の悪いことが分かる。ここでは費
用の増加の総額で見るため、評価においても船社の費用の増加が大きい航路ほど数字が小さくな
る。なので、削減策を実行した場合の効果が最も大きいのは北米、欧州航路であるが、最も効率
の改善できるのは南米、オセアニア、中東・南ア航路となる。また、船社費用の増加割合で見る
と北米、南米航路の割合が小さく、比較的減速航海を行いやすい航路ということができる。 
 必要隻数で見ると 1 航路当たりの数字は北米航路、南米航路、欧州航路、アフリカ航路といっ
た輸送距離がないが航路で必要多い、逆にオセアニア、中東・南米航路等の輸送距離が尐ない航
路では必要隻数が尐ない。総隻数で見ると北米、欧州航路の増加数が多く、これらの航路では、
船社にとって船舶の増加が大きなマイナスになると考えられ評価が低くなっている。 
 総合的に見ると全体的に低い数字で特に北米、欧州におけるマイナスが多い。 
 
 
 
 
 
減速航海における荷主の視点 
視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア中東・南ア東アジア域内
船社費用増加額（百万円） 1,010,089 694,653 1,554,547 296,949 264,274 624,812 283,785
船社費用効率変化（円/TEUマイル） 6 18 8 16 19 28 5
1航路当たり費用増加額（百万円） 6,966 6,553 10,094 5,303 2,969 4,561 763
船社費用増加割合 31% 56% 41% 54% 50% 57% 19%
船社費用評価 0 1 0 2 2 1 2
合計必要隻数 1071 946 1376 426 409 774 849
1航路あたり隻数増加 7.4 8.9 8.9 7.6 4.6 5.6 2.3
隻数増加割合 98% 102% 99% 99% 100% 99% 100%
隻数評価 0 1 0 2 2 1 1
＊数字はすべて50％減速時におけるもの
船社
船社費用評価 0 1 2 3 4 5
船社費用増加額（百万円） 1000000以上 1000000～ 500000～ 0～ ‐500000～ ‐1000000～
隻数評価 0 1 2 3 4 5
合計必要隻数 1000以上 1000～ 500～ 0～ ‐500～ ‐1000～
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 荷主の視点では、50%減速時における荷主費用の増加額と運航間隔の増加から評価を行う。評
価は表 5.2.8 を基準に、荷主費用の総額、総隻数の数字をもとに行う。評価の結果は表 5.2.9 に示
す。評価に使用した数字は総額であるが、荷主の視点から見ると 1 航路当たりの費用も必要であ
ると判断したので、数字だけを表に載せた。運航間隔については減速航海では変化しないので、
今回は全て５で評価した。 
 
表 5.2.8 地域別荷主視点の評価 
 
 
表 5.2.9 荷主費用の評価基準 
 
 
 荷主の費用においては船社の費用増がそのまま運賃に影響し、輸送費が増加するため船社の場
合と同じくマイナスになる。特に費用の増加が大きい北米、欧州航路においてマイナスが大きい。 
 運航間隔については減速航海の条件では変化しない。運航間隔が減尐する削減策はなく、変化
する場合は増加だけである。なので、運航間隔においてはそのままが一番望ましいと考えられる
ので、評価は全ての航路で 5 とした。 
 以上のことから、荷主の視点から見ると費用は増加するが、サービスレベルは変わらないため
全体的にやや高い評価となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア中東・南ア東アジア域内
荷主費用増加額（百万円） 1,010,089 694,653 1,554,547 296,949 264,274 624,812 283,785
1航路あたり荷主費用増加額（百万円） 6,966 6,553 10,094 5,303 2,969 4,561 763
荷主費用増加割合 31% 56% 41% 54% 50% 57% 19%
荷主費用評価 0 1 0 2 2 1 2
運航間隔 ― ― ― ― ― ― ―
運航間隔評価 5 5 5 5 5 5 5
＊数字はすべて50％減速時におけるもの
荷主
荷主費用評価 0 1 2 3 4 5
荷主費用増加額（百万円）百万以上 1000000～ 5000000～ 0～ ‐500000～ ‐1000000～
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5.2.7  減速航海の実現可能性検討 
 
 各主体別の数値、評価を表 5.2.10 にまとめた。主体別の評価のまとめを表 5.2.11 に示し、それ
をもとに実行可能性を考察したのが表 5.2.12 になる。 
 
表 5.2.10 減速航海における視点別各数値まとめ 
 
 
表 5.2.11 減速航海における主体別評価まとめ 
 
 
表 5.2.12 減速航海における実現可能性検討 
 
 視点別の評価で見ると減速航海では CO2 排出削減量は多く社会的な評価は高いが、船社、荷主
の視点から見ると費用の増加、隻数の増加が多く評価数が低い。したがって、減速航海は CO2 排
出量の削減に効果的であるが、荷主や船社の理解が得られなければ、実行が難しい削減策である
ことが分かった。 
 地域別で見ると、北米・欧州航路の CO2 排出削減量が大きいが、その分費用の増加も大きい。 
たとえば、CO2 排出量を排出権取引で 1 トン 1000 円で買い取りされたと考えても、北米航路で
は 255 億円の利益にしかならないため、費用の増加がかなり大きいことが分かる。 
その他の航路においては費用の増加は小さいが CO2 排出量の削減も尐ないため、削減策の効果
が尐ない。例外として、東アジア域内航路は CO2 排出量の削減があり、費用の増加が尐ないので、
東アジア域内航路においては減速航海の実行可能性が高いといえる。 
視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア中東・南ア東アジア域内
総CO2排出削減量（百万トン） 27 11 28 3 4 6 9
CO2排出効率変化（トン/TEUマイル） 0.0002 0.0003 0.0001 0.0002 0.0003 0.0003 0.0002
CO2排出量削減割合 75% 75% 75% 75% 75% 75% 74%
1航路当たりCO2排出削減量（トン） 183,193 107,569 179,125 55,810 50,163 41,265 25,282
船社費用増加額（百万円） 1,010,089 694,653 1,554,547 296,949 264,274 624,812 283,785
船社費用効率変化（円/TEUマイル） 6 18 8 16 19 28 5
1航路当たり船社費用増加額（百万円） 6,966 6,553 10,094 5,303 2,969 4,561 763
船社費用増加割合 31% 56% 41% 54% 50% 57% 19%
平均減速速度 10 9 9 7 9 7 6
必要な追加隻数 7 9 9 8 5 6 2
航海時間の増加（日） 52 64 60 54 37 44 14
総荷主費用増加額（百万円） 1,010,089 694,653 1,554,547 296,949 264,274 624,812 283,785
１航路当たり荷主費用増加額（百万円） 6,966 6,553 10,094 5,303 2,969 4,561 763
荷主費用増加割合 31% 56% 41% 54% 50% 57% 19%
運航間隔 ― ― ― ― ― ― ―
＊数字はすべて50％減速時におけるもの
船社
荷主
CO2
視点 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
社会的評価 5 2 5 1 1 1 2
船社費用評価 0 1 0 2 2 1 2
船社必要隻数評価 0 1 0 2 2 1 1
荷主費用評価 0 1 0 2 2 1 2
運航間隔評価 5 5 5 5 5 5 5
＊数字はすべて50％減速時におけるもの
視点 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア中東・南ア東アジア域内
社会的評価 ◎ △ ◎ △ △ △ △
船社評価 × △ × △ △ △ △
荷主評価 △ ○ △ ○ ○ ○ ○
実行可能性評価 △ △ △ △ △ △ ○
＊数字はすべて50％減速時におけるもの
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5.3 船型大型化 
 
5.3.1 船型大型化の概要 
 
船型大型化とは船型の大きい船舶を航海させることである。船舶からの CO2 排出量は船型が
大きくなるほど増加するが、その分運べる量は大きくなる。また、船型が大きくなるほど輸送量
当たりの CO2 排出量は尐なくなる。なので、同じ貨物量であれば複数の小型船で航海するより、
１隻の大型船で運んだ方が CO2 排出量は尐なくなる。 
しかし、船型を大きくすることで１隻当たりの CO2 排出量は増加する。なので、船型を大型化
させて CO2 を減尐させる場合は隻数を減らす必要がある。方法としては１航路当たりの船型を大
型化させる代わりに隻数を減らす方法がある。しかしこの方法では式(2.2.2)に示すように寄港頻
度が減尐してしまう。 
もう一つの方法としては航路を統合する方法である。たとえば５隻の船舶で２つの航路を、つま
り合計１５隻で運航していたなら、１つに航路に統合し、船型が２倍の船舶で１つの航路を運航
することである。この方法ならば寄港頻度を減らすことなく船型を大型化することができる。し
かし、今回の計算では航路ごとに別々の輸送距離を設定しており、単純に航路数を減らした検討
を行うことは難しい。なので、今回は航路を統合した場合の検討は行わず、１つの航路で船型を
大型化させる代わりに隻数、寄港頻度を減尐させる方法のみを検討する。また、今回の検討にお
いては定曜性の確保は難しくても定時性の確保は行う前提で計算した。 
 船型大型化の実現可能性の検討については現在の船型に対して 120%、140％、160%、180%、
200%と船型が増加させて検討を行う。まず、船型が大型化した場合の前提条件の変化、隻数、寄
港頻度の変化とそれに合わせた CO2 排出原単位の変化を示す。その後 CO2 排出量、運航費用に
ついての増減を示し、検討を行う。検討としては地域全体の総増減量、１航路当たりの増減量、
１TEU 当たりの増減量を比較する。 
船型を大型化させることにより他にも総荷役時間が減尐する。これは船型が大きくなることで
荷役効率が上がるからである。荷役時間が増加することで航海時間が減尐し、式(3.3.2)に示すよ
うに実速度にも影響がある。しかし、荷役時間の変化が僅かであること、そこまで考慮すると計
算が複雑になることから荷役時間について今回は考慮しなかった。 
また、船型大型化の方法としては隻数を減らす以外に航路を統合する方法も考えられるが、本
研究では航路ごとに寄港地、輸送距離が違うため計算が困難であり、研究対象とはしなかった。 
 検討の流れとしては 5.3.2 に前提条件の変化の分析を、5.3.3 に CO2 排出量の分析を、5.3.4 に
費用の分析を、5.3.5 にそれ以外の要素の検討を示し、最後に 5.3.6 で実行可能性の検討を行った。 
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5.3.2 前提条件の変化 
 
 船型大型化における前提条件の変化として、船型の大型化の割合、増加 TEU、運航間隔、隻
数の変化と、それに合わせた CO2 排出原単位の変化を示す。以下に変化をまとめた表とそのあと
に項目別の変化のグラフを示す。 
 
表 5.3.1 船型大型化における前提条件の変化 
 
 
図 5.3.1 船型大型化における平均 TEU の変化 
 
図 5.3.2 船型大型化における運航間隔の変化 
大型化割合 100% 120% 140% 160% 180% 200%
平均TEU 2437 2924 3411 3899 4386 4873
運航間隔（日） 7.5 9.6 10.7 12.7 13.9 15.0
隻数 4.5 4.2 3.8 3.2 2.9 2.6
CO2排出原単位(t-CO2/TEUマイル) 0.000339 0.000303 0.000276 0.000256 0.000240 0.000227
0 
1000 
2000 
3000 
4000 
5000 
6000 
100% 120% 140% 160% 180% 200%
平
均
TE
U
大型化の割合
0.0 
2.0 
4.0 
6.0 
8.0 
10.0 
12.0 
14.0 
16.0 
100% 120% 140% 160% 180% 200%
運
航
間
隔
（日
）
大型化の割合
84 
 
 
図 5.3.3 船型大型化における隻数の変化 
 
表 5.3.4 船型大型化における CO2 排出原単位の変化 
 
 船型の増加に合わせて、運航間隔も直線的に増加するはずであるが、今回は定時性を維持す
るという過程で計算しているため、航路において多尐の待ち時間が考慮されている。その数字の
差だけ運航間隔が直線にならず歪んだ線になっている。また、CO2 排出原単位については TEU
ではないが、TEU を元に求めた数字が複数使用されているため二乗曲線的な変化を示している。 
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5.3.3 CO2 排出量分析 
 
CO2 排出量の分析としては最初に CO2 排出量の総量の変化を示した後に、地域別の削減の傾
向を示し、200%大型化した場合の総 CO2 削減量と 1 航路当たりの CO2 削減量を示す。また CO2
排出効率についても変化の傾向と 200%大型化した場合の１TEU マイル当たりの削減量を示す。 
まずは、CO2 排出量の総量の変化を示す。その次に地域別、1 航路当たりの数字を示す。 
 
表 5.3.2 船型大型化における年間総 CO2 排出量の変化 
 
 
図 5.3.5 船型大型化における年間総 CO2 排出量の変化 
 
 大型化における CO2 削減量は 200%大型化において 1 億 1800 万トンから 8400 万トンに削
減することができ、削減量は 3400 万トンであり約 3 割の削減に当たる。減速航海に比べると CO2
排出削減量は尐ないが、京都議定書で定められた先進国全体の削減義務が 5%であるので、十分削
減効果はあると考える。 
 
大型化割合 100% 120% 140% 160% 180% 200%
年間CO2排出量（百万トン） 124 113 105 98 93 89
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図 5.3.6 地域別船型大型化における年間総 CO2 排出量の変化 
 
 
図 5.3.7 200％大型化における地域別総 CO2 排出量削減量 
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図 5.3.7 200％大型化における 1 航路あたり CO2 排出量削減量 
 
 地域別の CO2 排出削減量についてはどの航路も同じ割合で CO2 排出量が減尐している。な
ので、減速航海と同じく、もともと CO2 排出量の多かった北米、欧州航路の削減量が多い。その
次に南米航路、東アジア域内航路の削減量が多い。1 航路当たりでみた傾向も減速航海と同じで
北米航路、欧州航路の削減量が多く、同様に東アジア航路の数字が尐なくなる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
10,000
20,000
30,000
40,000
50,000
60,000
70,000
80,000
2
0
0
%
大
型
化
に
お
け
る
1航
路
当
た
り
C
O
2
排
出
削
減
量
（ト
ン
）
88 
 
 次に１TEU マイル当たり CO2 排出量の地域別変化、200%大型化における削減量を示し、
CO2 排出効率について検討する。 
 
 
図 5.3.8 航路別船型大型化における年間 CO2/TEU マイルの変化 
 
 
図 5.3.9 200％大型化における CO2/TEU マイルの削減量 
 
 こちらも減速航海と同じく、どの航路においてもほぼ一定の変化を示しており、元々数値の
高いオセアニア航路、南米航路、中東・南ア航路の数値が最も減尐している。また、若干ではあ
るが東アジア域内航路が同じ数値であった北米航路、欧州航路より大きい削減値を示している。 
 
 
0.00000
0.00005
0.00010
0.00015
0.00020
0.00025
0.00030
0.00035
0.00040
0.00045
0.00050
100% 120% 140% 160% 180% 200%
C
O
2
効
率
（
ト
ン
/T
EU
マ
イ
ル
）
北米
南米
欧州
アフリカ
オセアニア
中東・南ア
東アジア域内
0.00000
0.00002
0.00004
0.00006
0.00008
0.00010
0.00012
0.00014
0.00016
2
0
0
%
大
型
化
に
お
け
る
C
O
2効
率
（ト
ン
/T
EU
マ
イ
ル
）
減
少
量
89 
 
5.3.4 費用分析 
 
 費用においてはまず、総費用の変化と構成比の変化を検討し、その後地域別の検討、1 航路
当たりの検討を行う。また、輸送における費用効率を検討するため、１TEU マイル当たりの費用
の変化も検討する。 
 
表 5.3.3 船型大型化における総費用の変化 
 
 
 
図 5.3.10 船型大型化における各費用の変化 
 
総費用においては東アジアを含む航路全体で約 9兆9千億円から、約8兆円まで減尐しており、
200%大型化を行うことで約 1 兆 9 千億円減尐する。これは全費用の約 2 割であり、かなりの費用
削減ということができる。また、費用別としては船費の減尐が大きい。これは船舶の隻数が減る
ためである。 
 
大型化割合 100% 120% 140% 160% 180% 200%
総費用（百万円） 10,466,237 10,326,761 9,946,284 9,471,991 9,009,673 8,545,724
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図 5.3.11 船型大型化における航路別総費用変化 
 
 
図 5.3.12 200%船型大型化における地域別総費用削減額 
 
 地域別でみると欧州航路における費用の減尐が突出して大きい。これは大型化については主
な費用減尐要因は船費であるので、船費の額が最も大きい欧州航路が一番その削減の効果を受け
るからである。また、東アジア域内航路については費用が増加している。これは元々隻数の尐な
い航路であるため船費の減尐の効果が尐なく、逆に大型化による船価の上昇により費用が増加す
るためと考えられる。 
0
500,000
1,000,000
1,500,000
2,000,000
2,500,000
3,000,000
3,500,000
100% 120% 140% 160% 180% 200%
総
費
用
（
百
万
円
）
北米
南米
欧州
アフリカ
オセアニア
中東・南ア
東アジア域内
0
200,000
400,000
600,000
800,000
1,000,000
1,200,000
2
0
0
%
大
型
化
に
お
け
る
総
費
用
減
少
額
（百
万
円
）
91 
 
 
図 5.3.13 200%船型大型化における 1 航路当たり総費用削減額 
 
 1 航路当たりでみた場合やはり欧州航路における費用の削減額が大きい。その他では総額に
比べ、アフリカ航路の減尐が大きくなっている。 
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 総額の検討の次は費用効率、TEU マイル当たりの費用削減額の検討を行う。 
 
 
図 5.3.13 船型大型化における航路別総費用/TEU マイル変化 
 
 
図 5.3.14 200%船型大型化における航路別総費用/TEU マイル変化量 
 
 １TEU マイル当たりでみると、元々数字の大きかった中東・南ア航路の削減量が大きいこと
が分かる。また、欧州航路は元々数字が低いが、削減量が大きい。オセアニア航路の数字が上下
しているのは、オセアニア航路が東アジア域内航路に次いで隻数が尐ないことから、隻数を小数
点以下切り上げで計算しているために生じる変動の影響が大きいからだと思われる。 
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5.3.5 その他の要素の検討 
 
 CO２、費用以外に実行可能性に影響を与える項目として、大型化では隻数の減尐、運航間隔の
増加がある。隻数の減尐は新たに建造する船舶が減るので船社にとってみればプラス要因になる。
また、運航間隔の増加はサービスの低下につながるので荷主にとってみればマイナス要因である。 
 
図 5.3.14 航路別 200%大型化における削減隻数 
 
図 5.3.15 航路別 200%大型化における運航間隔の増加日数 
 200%大型化による 1 航路当たり削減隻数でみると欧州航路の数字が高いのが分かる。他にも北
米航路、欧州航路、アフリカ航路の数字が高く、これらの航路では必要隻数が尐なくなるので大
型化による効果が大きいと考える。反対にオセアニア航路、東アジア航路は削減隻数が尐ない。
運航間隔の増加についてはどの航路もほぼ同じ数字を示しているので、特に差異はないと考える。 
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 最後に CO２と費用の比率を示す。 
 
図 5.3.16 船型大型化における CO2/費用変化 
 
 CO2 の削減量が累乗曲線の形を示し、大型化が進むにつれ、1 段階大型化が進む時の CO2 排出
削減量は減尐していくのに対し、費用は直線的な変化を示す。なので、図 5.3.16 のように最初は
CO2 排出量の減尐が大きいため大きく数字が減尐するが、140%当たりから CO2 の削減量がそれ
ほど減らなくなる、反対に費用の減尐が大きくなるため、CO2 対費用の数字はほぼ横ばい、最後
には増加の傾向を示す。 
 つまり、大型化を行う場合は、尐しの割合で行う場合は CO2 の削減量は多く見込むことができ
るが、費用の削減は尐ない。なので、費用の削減を大きくする場合は大型化の割合を大きくする
必要がある。しかし、運航間隔も大きくなるため、船型大型化の割合が大きくなるほど実行可能
性が高いとはいうことができない。 
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5.3.6  船型大型化における主体別評価 
 
船型大型化における社会的な視点 
 
 CO2 排出削減量を元に社会的な視点から地域別の違いを評価する。以下の表 5,3,4 に 200%船
型大型化における CO2 削減量を示した。評価は表 5.3.4 に示す CO2 排出削減量の総量から、表
5.3.5 の基準に合わせて行った。また、それ以外にも CO2 排出効率として１TEU マイル当たりの
CO2 排出量、1 航路当たりの CO2 排出量、CO2 の削減割合を示した。 
 
表 5.3.4 200%船型大型化における地域別 CO2 排出削減量の評価 
 
 
表 5.3.5 CO2 排出削減量の評価基準 
 
 
減速航海に比べると削減量は尐なくなる。地域別の傾向としてはやはり、輸送量の多い北米、
欧州航路の削減量が大きい。その次に、南米航路、東アジア域内航路の数字が高いことが分かる。
削減割合で見ると東アジア域内航路の数字がやや高く、東アジア域内航路においては比較的削減
策の効果が高いといえる。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
総CO2排出削減量（百万トン） 10 5 10 1 2 2 5
1航路当たりCO2排出削減量（トン） 67,154 44,394 63,366 23,848 21,853 16,948 13,410
CO2排出効率変化（トン/TEUマイル） 0.00006 0.00012 0.00005 0.00007 0.00014 0.00010 0.00008
CO2排出量削減割合 26% 30% 26% 30% 31% 29% 35%
CO2排出削減量評価 2 1 2 1 1 1 1
＊数字はすべてン200%大型化におけるもの
CO2
社会的評価 0 1 2 3 4 5
CO2排出削減量（百万トン） 0未満 0-6 6-12 12-18 18-24 24-30
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船社の視点 
 
船社の視点では、200%船型大型化における費用の増加額のうちから船社の費用の増加額と地域
別にみた総隻数の増加量から評価を行った。評価は表 5.3.6 に示すように費用の総額、総隻数の
数字をもとに行う。評価の結果は表 5.3.7 に示す。船社の視点においては TEU マイル当たりの効
率、1 航路当たりの費用も知る必要があると考えたため、評価には使用しないが表に数字を示し
た。 
 
表 5.3.6 地域別船社費用の評価 
 
 
表 5.3.7 船社費用の評価基準 
 
 
 船社費用においては全体的に削減額が大きく、特に欧州航路において船社費用が大きい。また、
隻数においても減尐が多い。そのため、船社の視点としては費用が尐なく、必要隻数も減尐する
ため、船社の視点としてはプラスが大きく評価数も高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
船社費用減少額（百万円） 540,779 182,037 1,026,642 73,273 58,509 191,308 62,968
1航路当たり船社費用減少額（百万円） 3,730 1,717 6,667 1,308 657 1,396 169
船社費用効率変化（円/TEUマイル） 3.1 4.6 5.5 3.9 4.2 8.6 1.0
船社費用減少割合 20% 16% 32% 15% 12% 19% 5%
船社費用評価 4 3 5 3 3 3 3
合計隻数減少 503 426 648 204 175 363 281
1航路あたり隻数減少 3.5 4.0 4.2 3.6 2.0 2.6 0.8
隻数減少割合 46% 46% 47% 47% 43% 47% 33%
隻数評価 4 3 4 3 3 3 3
船社
＊数字はすべてン200%大型化におけるもの
船社費用評価 5 4 3 2 1 0
船社費用減少額（百万円） 1000000以上 1000000～ 500000～ 0～ ‐500000～ ‐1000000～
隻数評価 5 4 3 2 1 0
合計削減隻数評価 1000以上 1000～ 500～ 0～ ‐500～ ‐1000～
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荷主の視点 
 
 荷主の視点では、200%船型大型化における荷主費用の増加額と運航間隔の増加から評価を行う。
評価は表 5.3.9を基準に行う。評価の結果は表 5.3.8に示す。評価に使用した数字は総額であるが、
荷主の視点から見ると 1 航路当たりの費用増加額、増加割合も必要であると判断したので、表に
それらの数値を示した。 
 
表 5.3.8 地域別荷主費用の評価 
 
 
表 5.3.9 荷主費用の評価基準 
 
 
 荷主の費用で見ると、保管費も増加しているため、船社費用に比べるとやや数字が尐なくなっ
ているが、ほとんどの航路において船社費用と同じく削減額が大きく評価は高い。しかし、東ア
ジア域内航路においては反対に荷主の費用が増加している。これは東アジア域内航路においては
隻数が元々尐ないため、船費の減尐も尐なくなること、輸送量が多いため保管費が多いことが原
因だと考えられる。 
 また、運航間隔で見ると、どの航路においても約 7~8 日の増加、つまり運航間隔が週に 1 回か
ら 2 週間に一回ペースに変わり、荷主にとってはサービスレベルが減尐している。なので、運航
間隔はどの航路においても１か２の評価となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
荷主費用減少額（百万円） 471,087 170,686 969,099 65,839 50,904 178,075 14,823
1航路あたり荷主費用減少額 3,249 1,610 6,293 1,176 572 1,300 40
荷主費用減少割合 17% 15% 30% 13% 10% 17% 1%
荷主費用評価 3 3 4 3 3 3 3
運航間隔の増加分(日） 7.8 8.3 7.2 7.6 9.3 8.1 7.1
運航間隔評価 2 1 2 2 1 1 2
荷主
＊数字はすべてン200%大型化におけるもの
荷主費用評価 0 1 2 3 4 5
荷主費用増加額（百万円） 1000000以上 1000000～ 5000000～ 0～ ‐500000～ ‐1000000～
運航間隔評価 5 4 3 2 1 0
運航間隔の増加分(日） 0～2日 2～4日 4～6日 6～8日以下 8～10日 10日以上
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5.3.7 船型大型化の実現可能性の検討 
 
 各項目における評価を表 5.3.10 にまとめた。主体別の評価のまとめを表 5.3.11 に示し、それを
もとに実行可能性を考察したのが表 5.3.12 になる。 
 
表 5.3.10 船型大型化における視点別各数値まとめ 
 
表 5.3.11 船型大型化における主体別評価まとめ 
 
表 5.3.12 船型大型化における実行可能性まとめ 
 
視点別の評価で見ると船型大型化では、CO2 排出削減量が減速航海ほどではないが削減でき社
会的な評価は低くはない。船社の視点から見ると費用の著しい減尐、必要隻数の減尐から評価は
高い。荷主の視点でも費用は減尐するが運航間隔が増加するため、船社ほど評価は高くならない。
したがって、船型大型化は CO2 排出量の削減は尐なくなく、船社にとっては費用の削減が大きい
が、荷主にとって運航間隔が増加するため、荷主における費用の減尐が運航間隔の増加を上回る
なら実行可能性があるといえる。減速航海に比べると CO2 排出量は尐ないが、費用の減尐が大き
いため実行しやすい削減策だといえる。 
 地域別で見ると、欧州航路において CO2 の削減量、費用の削減額が最も大きい。運航間隔の増
加は地域ごとの違いが小さいため、船型大型化は欧州航路において最も実行可能性が高いといえ
る。 
 また、ハブアンドスポークのように航路を統合して大型化を行う場合には寄港頻度の減尐が生
じないため、メリットが生じず CO2 と費用を削減することができる優れた削減策ということがで
きる。 
視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
総CO2排出削減量（百万トン） 10 5 10 1 2 2 5
CO2排出効率変化（トン/TEUマイル） 0.00006 0.00012 0.00005 0.00007 0.00014 0.00010 0.00008
CO2排出量削減割合 26% 30% 26% 30% 31% 29% 35%
1航路当たりCO2排出削減量（トン） 67,154 44,394 63,366 23,848 21,853 16,948 13,410
船社費用減少額（百万円） 540,779 182,037 1,026,642 73,273 58,509 191,308 62,968
船社費用効率変化（円/TEUマイル） 3.1 4.6 5.5 3.9 4.2 8.6 1.0
船社費用減少割合 20% 16% 32% 15% 12% 19% 5%
1航路当たり船社費用減少額（百万円） 3,730 1,717 6,667 1,308 657 1,396 169
平均増加TEU 4,986 2,995 6,303 2,605 2,417 3,059 1,007
１航路当たり減少隻数 3.5 4.0 4.2 3.6 2.0 2.6 0.8
航海時間の増加（日） 7.8 8.3 7.2 7.6 9.3 8.1 7.1
荷主費用減少額 471,087 170,686 969,099 65,839 50,904 178,075 14,823
１航路当たり費用減少額（百万円） 3,249 1,610 6,293 1,176 572 1,300 40
荷主費用減少割合 17% 15% 30% 13% 10% 17% 1%
運航間隔の増加分(日） 7.8 8.3 7.2 7.6 9.3 8.1 7.1
＊数字はすべてン200%大型化におけるもの
CO2
船社
荷主
視点 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
社会的評価 2 1 2 1 1 1 1
船社費用評価 4 3 5 3 3 3 3
船社必要隻数評価 4 3 4 3 3 3 3
荷主費用評価 3 3 4 3 3 3 3
運航間隔評価 2 1 2 2 1 1 2
＊数字はすべてン200%大型化におけるもの
視点 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
社会的評価 △ △ △ △ △ △ △
船社評価 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
荷主評価 △ △ ○ △ △ △ △
実行可能性評価 ○ △ ◎ △ △ △ △
＊数字はすべてン200%大型化におけるもの
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5.4 消席率向上（船型縮小） 
 
5.4.1 消席率向上（船型縮小）の概要 
 
消席率向上とは船舶の消席率を向上させることで輸送効率をあげ、CO2 排出量を削減する手
法である。式（3.3.5）にあるように CO2 排出量は消席率が良いほど良くなるので、消席率を向
上することで CO2 排出量を減尐させることが可能である。ただし、後述する船型を縮小させる方
法だと船型大型化の反対で１TEU 当たりの輸送効率は減尐するため、必ずしも CO2 排出量が削
減できるわけではない。 
しかし、式に示すように需要量が同じ場合には消席率を向上させる場合には輸送量を減らす必要
がある。本研究では削減策を実行することで需要量に影響はないと仮定しているので、消席率を
向上させる場合には輸送量を減尐させる必要がある。輸送量を減尐させるには式(2.2.3)に示すよ
うに船型を小さくするか、寄港頻度を減尐させる必要がある。本研究では船型を縮小させる方法
と寄港頻度を減尐させる方法の両方を検討する。5.4 では船型を縮小させる方法を、5.5 では寄港
頻度を減尐させる方法について検討する。 
 ここからは船型を縮小させる方法について説明する。船型を縮小させる場合には、消席率の変
化に伴い TEU のみが増加する。式(3.3.3)に示すように荷役時間に影響を与えるため、正確に言う
と、実速度や航海日数にも影響を与えるが、その影響はわずかであること、そこまで考慮すると
計算が複雑になりすぎることから船型増加の検討時と同じく、荷役時間の変化については考慮し
ない。 
 消席率の向上（船型縮小）においては今の消席率に＋10%、＋20%、＋30%、＋40%、＋50%
させて検討を行う。まず、消席率の向上が向上した場合の前提条件の検討として船型の縮小を示
し、その後 CO2 排出量、運航費用についての増減とそれに合わせた CO2 排出原単位の変化を示
す。検討としては地域全体の総増減量、１航路当たりの増減量、１TEU 当たりの増減量を比較す
る。 
 検討の流れとしては 5.4.2 に前提条件の変化の分析を、5.4.3 に CO2 排出量の分析を、5.4.4 に
費用の分析を、5.4.5 にそれ以外の要素の検討を示し、最後に 5.4.6 で実行可能性の検討を行った。 
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5.4.2 前提条件の変化 
 
 消席率向上（船型縮小）における前提条件の変化として、消席率の向上量、減尐 TEU、それ
に合わせた CO2 排出原単位の変化を示す。以下に変化をまとめた表とそのあとに項目別の変化の
グラフを示す。 
ただし、元々、消席率の高い航路においては、単純に増加させると 100%を超える数字になる。
それらの航路については消席率が 100%を超え内容に設定した。それらの航路も含めて計算して
いるので、平均消席率の推移については、表 5.4.1 に示すように 30%以上では 
単純に 10%の増加ではなくなっている。 
 
表 5.4.1 消席率向上（船型縮小）前提条件の変化 
 
 
 
図 5.4.1 消席率向上における消席率の変化 
消席率の増加量 変化なし 10%向上 20%向上 30%向上 40%向上 50％向上
平均消席率 34% 44% 54% 63% 70% 78%
平均TEU 2436.69 1900.13 1584.60 1408.11 1315.06 1247.06
CO2排出原単位(t-CO2/TEUマイル) 0.000339 0.000314 0.000314 0.000317 0.000321 0.000327
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図 5.4.2 消席率向上における平均 TEU 変化 
 
 
図 5.4.3 消席率向上における CO2 排出原単位変化 
 
 
消席率の増加に合わせて、平均 TEU は反比例的に減尐する。それに対して CO2 排出原単位は
最初の内は減尐するが、20%向上を超えるところで増加に転じる。 
これは最初の内は消席率の向上による削減効果が大きかったが、20%向上を超えるところで船
型縮小による排出量の増加効果が大きくなったからと考えられる。 
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5.4.3 CO2 排出量分析 
 
CO2 排出量の分析としては最初に CO2 排出量の総量の変化を示した後に、地域別の削減の傾
向を示す。削減量の検討については、今回は最も削減量の大きい 20%向上を対象に考える。また、
CO2排出効率についても変化の傾向と20%向上した場合の１TEUマイル当たりの削減量を示す。 
まずは、CO2 排出量の総量の変化を示す。その次に地域別、1 航路当たりの数字を示す。 
 
表 5.4.2 消席率向上による年間 CO2 排出量の変化 
 
 
図 5.4.3 消席率向上における年間 CO2 排出量変化 
 
 消席率向上（船型縮小）における CO2 削減量は 20%向上において 1 億 1800 万トンから 1 億
1200 万トンに削減することができ、削減量は 600 万トンであり約 3 割の削減に当たる。 
 今まで検討してきた減速航海、船型大型化に比べると削減量はかなり尐なく、また削減割合も
5%程度と低い。 
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図 5.4.4 消席率向上における航路別年間 CO2 排出量変化 
 
 
図 5.4.5 20％消席率向上における CO2 排出削減量 
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図 5.4.6 往航別 20％減速時における CO2 排出削減量 
 
 
図 5.4.7 20％消席率向上における 1 航路あたり CO2 排出削減量 
 
 地域別の総 CO2 排出量については欧州航路の削減量が大きい、これは欧州航路の元々の数字が
大きかったことに比べ、消席率がそれほど大きくなかったことから削減効果が大きいからだと考
える。ほぼ同じ CO2 排出量であった北米航路は元々消席率が高かったため、数字は欧州航路より
も尐なくなった。また、南米航路、中東・南ア航路など元々消席率の低い航路では、やはり、他
の航路よりも高い数字を示す。反対に元々消席率が高く、船型の小さな東アジア域内航路では数
字がマイナスになっている。往航別の CO2 排出量を見ると往路では概ねマイナス、復路では概ね
プラスになっている。これは往路の方がどの航路においても復路よりも消席率が高いためと考え
られる。つまり、消席率（船型縮小）においては消席率が低いほど効果が高いといえる。 
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図 5.4.8 消席率向上における航路別 CO2/TEU マイル排出量変化 
 
 
図 5.4.9 20％消席率における CO2/TEU マイル 
 
 
 
 
 
 
 
 
0.000000
0.000100
0.000200
0.000300
0.000400
0.000500
0.000600
C
O
2
効
率
（
ト
ン
/T
EU
マ
イ
ル
）
北米
南米
欧州
アフリカ
オセアニア
中東・南ア
東アジア域内
-0.00002
-0.00001
0.00000
0.00001
0.00002
0.00003
0.00004
0.00005
0.00006
0.00007
2
0
％
消
席
率
向
上
に
お
け
る
C
O
2
効
率
（ト
ン
/T
EU
マ
イ
ル
）
減
少
量
106 
 
 
図 5.4.10 往航別消席率 20%向上における TEU マイル当たり CO2 排出削減量 
 
 TEU マイル当たりでみると中東南ア航路、南米航路、欧州航路の数字が大きいことが分かる。
これはこの航路の消席率が低いからだと考えられる。また、消席率向上による TEU マイル当た
りの CO2 削減量は元々消席率の低い航路ほど効果が高いこと。また、往路においてはどの航路も
効果があるが、復路においてはどの航路も CO2 排出量が増大していることが分かる。 
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5.4.4 費用分析 
 
費用においてはまず、総費用の変化と構成比の変化を検討し、その後地域別の検討、1 航路当
たりの検討を行う。また、輸送における費用効率を検討するため、１TEU マイル当たりの費用の
変化も検討する。 
 
表 5.4.3 消席率向上における総費用変化 
 
 
 
図 5.4.11 消席率向上における総費用変化 
 
総費用においては東アジアを含む航路全体で約 9 兆 9 千億円から、約 7 兆 9 千億円まで減尐し
ており、200%大型化を行うことで約 2 兆円減尐する。これは全費用の約 2 割であり、かなりの費
用削減ということができる。また、費用別としては船費の減尐が大きい。これは船舶の TEU が
減るため必要な船員数の減尐、船価の減尐により船費が安くなるためである。額としては船型大
型化よりも若干削減効果が大きい。 
 
 
 
 
 
 
消席率の増加量 変化なし 10%向上 20%向上 30%向上 40%向上 50％向上
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図 5.4.12 消席率向上における航路別総費用変化 
 
 
図 5.4.13 20%消席率向上時における地域別総費用減尐額 
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図 5.4.14 20%消席率向上時における 1 航路あたり地域別総費用減尐額 
 
 総費用においても、CO2 排出量削減の時と同じく南米、欧州、中東・南ア航路の削減が大きい。
また、1 航路当たりでみるとアフリカ、オセアニア航路の削減も大きい。総じて、消席率の低い
航路で費用の削減額が大きい。 
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 総額の検討の次は費用効率、TEU マイル当たりの費用削減額の検討を行う。 
 
図 5.4.15 消席率向上における航路別総費用/TEU マイル減尐 
 
 
図 5.4.16 20%消席率向上時における地域別費用/TEU マイル減尐額 
 
 １TEU マイル当たりで見ると、中東・南ア航路が突出して大きい数字を示す。それ以外の航路
については、総額と同じように消席率の低かった航路で削減額が大きい。 
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5.4.5 その他の要素の検討  
 
消席率向上（船型縮小）ではそれに応じて、平均 TEU が増加するが、運航間隔、隻数などの
CO2、費用以外でコンテナ輸送に影響を与える要因に変化はない。なので、ここでは CO2 対費用
の値のみを示す。 
 
図 5.4.17 消席率向上における CO2/費用変化 
 
図 5.4.18 地域別消席率向上における CO2/費用変化 
 CO2 の増加が尐なく、費用の減尐が多いため、CO2 対費用の数字はどれも上昇している。特に
南米、オセアニア航路の上昇が激しく上昇している。 
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5.4.6  消席率向上（船型縮小）における主体別評価 
 
消席率向上（船型縮小）における社会的な視点 
 
CO2 排出量の削減という視点では、CO2 排出削減量の総量で地域別の違いを検討する。 
消席率向上（船型縮小）においては、20%の消席率向上が最も CO2 排出量を削減することができ
るため、20%の消席率向上を基に検討を行う。 
以下の表 5,4,4 に消席率 20%向上時の CO2 削減量を示した。ここから見ると CO2 排出量の多
かった北米、欧州航路の削減量が多いのが分かる。削減割合で見ると、どの地域においても大き
な変化はない。 
 評価については表 5.4.5 を基準にした。この表の数字はすべての削減策における CO2 削減額を
考慮して相対的に作成した。また、評価には使用しなかったが、CO2、費用の効率、1 航路当た
りの数字は実現可能性に多尐の影響があると考えられるので、数値だけ表に示した。 
 
表 5.4.4 消席率向上（船型縮小）における地域別 CO2 排出削減量の評価 
 
 
表 5.4.5 CO2 排出削減量の評価基準 
 
 
 どの地域においても CO2 排出量削減量は尐なく、消席率向上（船型縮小）における社会的な実
行可能性は小さい。特に東アジア域内航路においては CO2 排出量が増加しており、CO2 排出量
削減策としての意味がなくなっている。 
 １TEU マイル当たりの CO2 効率の数字を見ると中東・南ア航路の改善が最も高い。また、CO2
の削減割合で見ても中東・南ア航路が 16%と他の地域に比べて明らかに高い数値を示している。
これは中東・南ア航路が最も消席率が尐ないため、消席率向上の効果が最も大きいからだと考え
る。なので、全体的に CO2 排出量が尐ない削減策であるが中東・南ア航路においては比較的 CO2
排出削減量が多く、社会的な実行可能性は高いと考える。 
 
 
 
 
 
 
視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
総CO2排出削減量（百万トン） 1.8 1.0 4.0 0.2 0.2 1.3 -0.8
1航路当たりCO2排出削減量（トン） 12,661 9,059 25,809 3,772 2,459 9,152 -2,244
CO2排出効率変化（トン/TEUマイル） 0.00001 0.00002 0.00002 0.00001 0.00002 0.00006 -0.00001
CO2排出量削減割合 5% 6% 10% 5% 3% 16% -6%
CO2排出削減量評価 1 1 1 1 1 1 0
CO2
＊数字はすべて20％消席率向上におけるもの
社会的評価 0 1 2 3 4 5
CO2排出削減量（百万トン） 0未満 0-6 6-12 12-18 18-24 24-30
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消席率向上（船型縮小）における船社の視点 
 
 船社の視点では、消席率 20%向上時における費用の増加額のうちから船社の費用の増加額と地
域別にみた総隻数の増加量から評価を行った。評価は表 5.4.7 を基準にする。評価の結果は表 5.4.6
に示す。船社の視点においては TEU マイル当たりの効率、1 航路当たりの費用も知る必要がある
と考えたため、評価には使用しないが表に数字を示した。隻数については消席率向上（船型縮小）
においては変化がない。そのため、隻数増加 0 以上 500 未満における評価の２とした。 
 
表 5.4.6 消席率向上（船型縮小）における地域別船社費用の評価 
 
 
表 5.4.7 船社費用の評価基準 
 
 
 消席率向上（船型縮小）では船社の費用は減尐しており、隻数の増加もないため、船社にとっ
てはプラス効果の高い削減策といえる。 
 船社費用の総削減額を地域別で見ると、最も削減額が多いのは欧州航路である。その次に南米
航路、中東・南ア航路が続きこれらの地域では船社の視点からみた実現可能性が高いといえる。 
 １TEU マイル当たりの船社費用の効率で見ると、欧州航路はそれほど効率が改善されていない
が、南米航路、オセアニア航路、中東・南ア航路においては効率の改善が高く、消席率を向上さ
せることにより大きな改善が見込むことができる。 
 以上のことから、船社の視点から、消席率向上（船型縮小）においては南米航路、オセアニア
航路、中東・南ア航路の実行可能性が高いことが分かる。しかし、評価は総量を基に行うので、
もともと輸送量の尐ない南米航路、オセアニア航路、中東・南ア航路では実行可能性が高い数値
を示さない。また、もともと費用の尐ない航路の為、削減策を行っても小さい効果しか見込むこ
とができない。 
 
 
 
 
視点 項目 北米航路 南米航路 欧州航路 アフリカ航路 オセアニア航路 中東・南ア航路 東アジア域内航路
船社費用減少額（百万円） 182,215 316,579 394,781 103,821 120,791 265,695 54,918
1航路当たり総費用減少額（百万円） 1,257 2,987 2,564 1,854 1,357 1,939 148
船社費用効率変化（円/TEUマイル） 1.0 8.1 2.1 5.6 8.7 12.0 0.9
船社費用減少割合 7% 28% 12% 21% 24% 26% 4%
評価 3 3 3 3 3 3 3
隻数減少 - - - - - - -
1航路あたり隻数減少 - - - - - - -
隻数減少割合 - - - - - - -
隻数評価 2 2 2 2 2 2 2
船社
＊数字はすべて20％消席率向上におけるもの
船社費用評価 5 4 3 2 1 0
船社費用減少額（百万円） 1000000以上 1000000～ 500000～ 0～ ‐500000～ ‐1000000～
隻数評価 5 4 3 2 1 0
合計削減隻数評価 1000以上 1000～ 500～ 0～ ‐500～ ‐1000～
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消席率向上（船型縮小）における荷主の視点 
 
 荷主の視点では、消席率 20%向上時における荷主費用の増加額と運航間隔の増加から評価を行
う。評価は表 5.4.9 を基準に、荷主費用の総額、総隻数の数字をもとに行う。評価の結果は表 5.4.8
に示す。評価に使用した数字は総額であるが、荷主の視点から見ると 1 航路当たりの費用も必要
であると判断したので、数字だけを表に載せた。運航間隔については減速航海では変化しないの
で、今回は全て５で評価した。 
 
表 5.4.8 消席率向上（船型縮小）における地域別荷主費用の評価 
 
 
表 5.4.9 荷主費用の評価基準 
 
 
 消席率向上（船型縮小）においては保管費には変化がない。そのため、荷主費用の増加は船社
の費用の増加と同じである。また、運航間隔にも変化がないため、荷主の視点からみた実行可能
性の傾向は船社の傾向とほぼ同じになる。なので、荷主の視点から見ても欧州航路、南米航路、
オセアニア航路、中東・南ア航路における実行可能性が高く、特に中東・南ア航路における実行
可能性が高いと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
視点 項目 北米航路 南米航路 欧州航路 アフリカ航路 オセアニア航路 中東・南ア航路 東アジア域内航路
荷主費用減少額（百万円） 182,215 316,579 394,781 103,821 120,791 265,695 54,918
1航路あたり荷主費用減少額（百万円） 1,257 2,987 2,564 1,854 1,357 1,939 148
荷主費用減少割合 7% 28% 12% 21% 24% 26% 4%
荷主費用評価 3 3 3 3 3 3 3
運航間隔の増加分(日） - - - - - - -
運航間隔評価 5 5 5 5 5 5 5
荷主
＊数字はすべて20％消席率向上におけるもの
荷主費用評価 0 1 2 3 4 5
荷主費用増加額 百万以上 1000000～ 5000000～ 0～ ‐500000～ ‐1000000～
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5.4.7 消席率向上（船型縮小）の実現可能性の検討 
 
各主体別の数値、評価を表 5.4.10 にまとめた。主体別の評価のまとめを表 5.4.11 に示し、それ
をもとに実行可能性を考察したのが表 5.4.12 になる。 
 
表 5.4.10 消席率向上（船型縮小）における視点別各数値まとめ  
 
 
表 5.4.11 消席率向上（船型縮小）における主体別評価まとめ 
 
 
表 5.4.11 消席率向上（船型縮小）における実行可能性まとめ 
 
  視点別の評価で見ると消席率向上（船型縮小）では CO2 排出削減量が尐なく社会的な評価は
低いが、船社、荷主の視点から見ると費用の減尐し、その他の要素も変化しないため、評価が高
い。したがって、減速航海は CO2 排出量の削減にそれほど効果的ではないが、荷主や船社の理解
が得られやすく、実行が簡単な削減策であることが分かった。 
 地域別で見ると、総量では欧州航路における CO2 排出削減量、費用削減額が大きく、社会的、
船社、荷主の視点全てにおいて実現可能性が高い。CO2 排出量の TEU マイル当たりの効率、削
減率で見ると中東・南ア航路の数字が高く、船社・荷主における費用の削減率から見ると南米航
路、オセアニア航路が高い、なので、これらの航路でも実行可能性は高いと考える。特に中東・
南ア航路は CO2 排出量、費用ともに削減割合が高く消席率向上（船型縮小）が比較的効果のある
航路だといえる。反対に東アジア域内航路は CO2 排出量が増加していること、費用の削減が尐な
いことから実行可能性は低いといえる。 
視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
総CO2排出削減量（百万トン） 2 1 4 0 0 1 -1
CO2排出効率変化（トン/TEUマイル） 0.00001 0.00002 0.00002 0.00001 0.00002 0.00006 -0.00001
1航路当たりCO2排出削減量（トン） 12,661 9,059 25,809 3,772 2,459 9,152 -2,244
CO2排出量削減割合 #REF! #REF! #REF! #REF! #REF! #REF! #REF!
総費用減少額（百万円） 182,215 316,579 394,781 103,821 120,791 265,695 54,918
船社費用効率変化（円/TEUマイル） 1.0 8.1 2.1 5.6 8.7 12.0 0.9
1航路当たり総費用減少額（百万円） 1,257 2,987 2,564 1,854 1,357 1,939 148
船社費用減少割合 7% 28% 12% 21% 24% 26% 4%
隻数減少 - - - - - - -
1航路あたり隻数減少 - - - - - - -
隻数減少割合 - - - - - - -
荷主費用減少額（百万円） 182,215 316,579 394,781 103,821 120,791 265,695 54,918
1航路あたり荷主費用減少額（百万円） 1,257 2,987 2,564 1,854 1,357 1,939 148
荷主費用減少割合 7% 28% 12% 21% 24% 26% 4%
運航間隔の増加分(日） - - - - - - -
CO2
船社
荷主
＊数字はすべて20％消席率向上におけるもの
視点 北米航路 南米航路 欧州航路 アフリカ航路 オセアニア航路 中東・南ア航路 東アジア域内航路
社会的評価 1 1 1 1 1 1 0
船社費用評価 3 3 3 3 3 3 3
船社必要隻数評価 2 2 2 2 2 2 2
荷主費用評価 3 3 3 3 3 3 3
運航間隔評価 5 5 5 5 5 5 5
＊数字はすべて20％消席率向上におけるもの
視点 北米航路 南米航路 欧州航路 アフリカ航路 オセアニア航路 中東・南ア航路 東アジア域内航路
社会的評価 △ △ △ △ △ △ ×
船社 △ △ △ △ △ △ △
荷主 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
実行可能性評価 △ △ △ △ △ ○ ×
＊数字はすべて20％消席率向上におけるもの
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5.5 消席率向上（寄港頻度減少） 
 
5.5.1 消席率向上の概要 
 
 ここでは消席率向上の検討の内、寄港頻度を減尐させる方法について検討する。寄港頻度を減
尐させる場合には消席率の向上に伴い運航間隔が減尐する。また、式(2.2.2)に示すように、それ
に伴い航海日数、実速度が増減する。また、船型縮小の時とは違い CO2 排出量が増加する可能性
もない。 
  消席率の向上（船型縮小）においては今の消席率に＋10%、＋20%、＋30%、＋40%、＋50%
させて検討を行う。まず、消席率の向上が向上した場合の前提条件の検討として運航間隔の増加、
実速度の減尐と、それに合わせた CO2 排出原単位の変化を示す。その後 CO2 排出量、運航費用
についての増減を検討する。検討としては地域全体の総増減量、１航路当たりの増減量、１TEU
当たりの増減量を比較する。 
 検討の流れとしては 5.5.2 に前提条件の変化の分析を、5.5.3 に CO2 排出量の分析を、5.5.4 に
費用の分析を、5.5.5 にそれ以外の要素の検討を示し、最後に 5.5.6 で実行可能性の検討を行った。 
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5.5.2 前提条件の変化 
 
消席率向上（船型縮小）における前提条件の変化として、消席率の向上量、減尐 TEU、それに
合わせた CO2 排出原単位の変化を示す。以下に変化をまとめた表とそのあとに項目別の変化のグ
ラフを示す。 
ただし、元々、消席率の高い航路においては、5.3 と同様に処理をしている。 
 
表 5.5.1 消席率向上（寄港頻度減尐）前提条件の変化 
 
 
 
図 5.5.1 消席率向上における消席率の変化 
消席率の増加 変化なし 10%向上 20%向上 30%向上 40%向上 50％向上
平均消席率 34% 44% 54% 63% 70% 78%
航海日数 34.5 44.8 54.5 64.2 73.2 80.6
運航間隔（日） 7.6 10.0 12.2 14.3 16.2 17.7
平均実速度（ノット） 15.4 10.2 8.6 7.5 6.9 6.6
CO2排出原単位(t-CO2/TEUマイル) 0.000339 0.000116 0.000075 0.000054 0.000048 0.000046
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図 5.5.2 消席率向上における航海日数変化 
 
 
図 5.5.3 消席率向上における運航間隔変化 
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図 5.5.4 消席率向上における実速度変化 
 
 
図 5.5.5 消席率向上における CO2 排出原単位変化 
 
消席率の増加に合わせて、平均航海日数、運航間隔は比例的に減尐する。それに対し実速度は
反比例的に減尐し、CO2 排出原単位は速度の累乗で変わるので、CO2 排出原単位はより大きな変
化を示す。 
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5.5.3 CO2 排出量分析 
 
CO2 排出量の分析としては最初に CO2 排出量の総量の変化を示した後に、地域別の削減の傾
向を示し、その後 50%向上を行った場合の地域別 CO2 排出量の削減量、1 航路当たりの削減量を
検討し、１TEU 当たりの効率についても検討する。 
その後、費用の検討に入り同様に費用の減尐傾向、50%向上時における地域別削減額、1 航路
当たり削減額を考察する。また、効率についても同様に検討を行う。 
まずは、CO2 排出量の総量の変化を示す。その次に地域別、1 航路当たりの数字を示す。 
 
表 5.5.2 消席率向上による年間 CO2 排出量の変化 
 
 
図 5.5.6 消席率向上における年間 CO2 排出量変化 
 
消席率向上（寄港頻度減尐）における CO2 削減量は 20%向上において 1 億 1800 万トンから
2100 万トンに削減することができる。削減量は 9700 万トンであり約 8 割の削減に当たる。これ
は今までの検討で最も大きい数字である。これは消席率の向上にくらべ、減速も同時に行ってい
るためである。 
 
 
 
 
 
 
消席率の増加 変化なし 10%向上 20%向上 30%向上 40%向上 50％向上
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図 5.5.7 消席率向上における航路別年間 CO2 排出量変化 
 
 
図 5.5.8 50％消席率向上における CO2 排出削減量 
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図 5.5.9 50％消席率向上における 1 航路あたり CO2 排出削減量 
 
 CO2 排出量の変化で見ると元々CO2 排出量の多かった欧州航路の削減量が大きい。また、北
米航路、南米航路においても効果は高い。東アジア域内航路においてはそれほど削減されていな
い。これは東アジア域内航路の消席率が元々高く、速力も低いためと考えられる。1 航路当たり
の削減量を見ると北米航路、南米航路、欧州航路の削減量が大きいことが分かる。 
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図 5.5.10 消席率向上における航路別 CO2/TEU マイル排出量変化 
 
 
図 5.5.11 50％消席率における CO2/TEU マイル 
 
 １TEU 当たりの数字で見ると元々数字の高かった、南米、オセアニア、中東・南ア航路の減
尐が大きく、50%向上時には北米、欧州航路の数字よりも低い数字となり、CO2 排出効率が格段
に向上している。同じ減速でも 5.1 の検討では定率の変化でしかなく、このような減尐は起きな
かった。なので、これらの航路においては効率の面で減速航海より優れているといえる。 
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5.5.4 費用分析 
 
費用においてはまず、総費用の変化と構成比の変化を検討し、その後地域別の検討、1 航路当
たりの検討を行う。また、輸送における費用効率を検討するため、１TEU マイル当たりの費用の
変化も検討する。 
 
表 5.5.3 消席率向上における総費用変化 
 
 
図 5.5.12 消席率向上における総費用変化 
 
 総費用においては東アジアを含む航路全体で約 9 兆 9 千億円から、約 9 兆 2 千億円まで減尐
しており、200%大型化を行うことで約 7000 億円減尐する。これは全費用の約 7%であり、費用
の削減効果は尐ないということができる。また、費用の減尐理由は燃費である。 
 
 
 
 
 
 
消席率の増加 変化なし 10%向上 20%向上 30%向上 40%向上 50％向上
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図 5.5.13 消席率向上における航路別総費用変化 
 
 
図 5.5.14 50%消席率向上における地域別総費用減尐額 
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図 5.5.15 50%消席率向上における地域別 1 航路当たり総費用減尐額 
 
 費用の削減額としては北米航路、南米航路、欧州航路が多い、これは船費の構成のうちこれ
らの航路は燃費が多いからである。また、削減額自体が他の削減策にくらべ尐ないのでどの航路
においても大差はないといえる。言い換えるなら、この削減策において費用はほぼ横ばいである
といえる。 
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総額の検討の次は費用効率、TEU マイル当たりの費用削減額の検討を行う。 
 
図 5.5.16 消席率向上における航路別総費用/TEU マイル減尐 
 
 
図 5.5.17 50%消席率向上における航路別総費用/TEU マイル減尐 
 
 TEU マイル当たりの削減額で見ると、元々高い数字を示す南米航路、オセアニア航路が高い
値を示す。しかし、総費用と同じく変化量は尐ない。 
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5.5.5 その他の要素の検討 
 
 消席率向上（寄港頻度減尐）においては CO2、費用以外の項目として、航海日数、運航間隔
があげられる。特に運航間隔は荷主へのサービスレベルにつながるため重要である。 
 航海日数、運航間隔の他に CO2 対費用の数値も示す。 
 
図 5.5.18 50%消席率向上における航海日数増加 
 
図 5.5.19 50%消席率向上における運航間隔増加 
 
 航海日数で見ると南米航路、オセアニア航路、中東・南ア航路の伸びがおおきいことが分か
る。それは運航間隔においても同様であり、これらの航路ではサービスレベルの低下が大きいと
考えられる。北米、東アジア域内航路において数字が尐ないのはどちらも消席率が高く、約 20%
までしか消席率を向上させることができないからである。 
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図 5.5.20 消席率向上における CO2/費用変化 
 
 
図 5.5.21 地域別消席率向上における CO2/費用変化 
 
 CO2 対費用においては CO2 排出量が大幅に減尐する代わりに、費用がほとんど減尐しないため
大きく数字が減尐している。また、地域別で見る南米航路、オセアニア航路、中東・南ア航路の
数字の減尐が大きくこれらの航路では費用の減尐に対して CO2 排出量の減尐が大きいと考えら
れる。 
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5.5.6  消席率向上（寄港頻度減少）における主体別評価 
 
消席率向上（寄港頻度減尐）における社会的な視点 
 
CO2 排出削減量を元に社会的な視点から地域別の違いを評価する。以下の表 5,5,4 に消席率
50%向上時の CO2 削減量を示した。評価については表 5.5.5 に示すように地域別に削減できる数
字から求めた。この表の数字はすべての削減策における CO2 削減額を考慮して相対的に作成した。
また、評価には使用しなかったが、CO2、費用の効率、1 航路当たりの数字は実現可能性に多尐
の影響があると考えられるので、数値だけ表に示した。 
 
表 5.5.4 地域別 CO2 排出削減量の評価 
 
 
表 5.5.5 CO2 排出削減量の評価基準 
 
 
 社会的な視点から地域別の CO2 排出削減量を見ると、全体的に CO2 排出削減量が多く、特に、
北米航路、欧州航路の削減量が多いことが分かる。なので、社会的な実行可能性の評価も、その
地域において高い数値になった。それ以外の航路では削減量と評価は尐し低くなるが、南米航路
の数字が比較的高い。また、南米航路を含む消席率の低い航路においては１TEU マイル当たりの
CO2 効率の改善、CO2 排出量削減割合が大きく、消席率の低い地域では消席率向上（寄港頻度減
尐）は実行可能性が高いといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊数字はすべて消席率５0％向上時におけるもの
視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
総CO2排出削減量（百万トン） 25 15 33 4 6 8 10
1航路当たりCO2排出削減量（トン） 173,454 144,894 215,815 73,501 68,323 55,200 26,596
CO2排出削減量（トン/TEUマイル） 0.00021 0.00039 0.00018 0.00022 0.00044 0.00034 0.00023
CO2排出量削減割合 68% 97% 87% 94% 97% 95% 70%
CO2排出削減量評価 4 3 5 1 1 2 2
CO2
社会的評価 0 1 2 3 4 5
CO2排出削減量（百万トン） 0未満 0-6 6-12 12-18 18-24 24-30
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消席率向上（寄港頻度減尐）における船社の視点 
 
 船社の視点では、消席率 50%向上時における費用の増加額のうちから船社の費用の増加額と地
域別にみた総隻数の増加量から評価を行った。評価は表 5.5.7 を基準にした。評価は表 5.5.6 に示
す。船社の視点においては TEU マイル当たりの効率、1 航路当たりの費用も知る必要があると考
えたため、評価には使用しないが表に数字を示した。消席率向上（寄港頻度減尐）では隻数が変
化しないため、隻数の評価は全ての航路で一律２とした。 
 
表 5.5.6 地域別船社費用の評価 
 
 
表 5.5.7 船社費用の評価基準 
 
 
 船社の視点から見ると、全体的に船型大型化、消席率向上（船型縮小）に比べ費用削減額が尐
ない。地域別で見ると欧州・北米航路の船社費用削減額が大きい。船社費用の削減率で見ると南
米航路、オセアニア航路の数値が高く、１TEU マイル当たりの船社費用効率の変化で見ても南米
航路、オセアニア航路の数値が高い。 
 隻数は一定なので、船社の実行可能性は費用から判断することができ、費用削減額の大きい北
米・欧州航路において実行可能性が高く、次に削減割合の大きい南米、オセアニア航路の実行可
能性が高いといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
船社費用減少額（百万円） 250,580 139,801 304,179 38,301 56,753 65,673 78,705
1航路当たり総費用減少額（百万円） 1,728 1,319 1,975 684 638 479 212
船社費用効率変化（円/TEUマイル） 1.4 4.6 2.1 2.7 5.4 5.1 1.9
船社費用減少割合 9% 12% 10% 8% 12% 6% 6%
評価 3 3 3 3 3 3 3
隻数減少 - - - - - - -
1航路あたり隻数減少 - - - - - - -
隻数減少割合 - - - - - - -
隻数評価 2 2 2 2 2 2 2
＊数字はすべて消席率５0％向上時におけるもの
船社
船社費用評価 5 4 3 2 1 0
船社費用減少額（百万円） 1000000以上 1000000～ 500000～ 0～ ‐500000～ ‐1000000～
隻数評価 5 4 3 2 1 0
合計削減隻数評価 1000以上 1000～ 500～ 0～ ‐500～ ‐1000～
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消席率向上（寄港頻度減尐）における荷主の視点 
 
 荷主の視点では、消席率 50%向上時における荷主費用の増加額と運航間隔の増加から評価を行
う。評価は表 5.5.9 を基準に行う。評価内容は表 5.5.8 に示す。評価に使用した数字は総額である
が、荷主の視点から見ると 1 航路当たりの費用も必要であると判断したので、数字だけを表に載
せた。 
 
表 5.5.8 地域別荷主費用の評価 
 
 
表 5.5.9 荷主費用の評価基準 
 
 
 消席率向上（寄港頻度減尐）では運航間隔が増加するため、保管費が増加する。また、運航間
隔の増加はサービスレベルの低下につながる。なので、全体としては費用の削減額が船社の費用
削減に比べ尐なくなり、実行可能性は船社よりも低くなる。 
 地域別でみると、やはり欧州航路、北米航路の削減額が大きい。また、削減割合で見ると南米
航路の数字が高い。 
 運航間隔で見ると北米、東アジア域内航路においては運航間隔の増加が尐ない。これは、もと
もと消席率が高いため、2~30％の消席率向上で CO2 の削減が頭打ちになるため、それに応じて
運航間隔の増加も止まるからである。他には欧州、アフリカ航路の運航間隔の増加が尐なく、比
較的実行可能性が高い。これは消席率の向上が 10%ずつの向上であるので、船舶の船型 TEU が
大きいほど、寄港頻度の変化が小さいためだと考えられる。 
 以上のことから、消席率向上（寄港頻度減尐）においては北米航路、欧州航路、アフリカ航路、
東アジア域内航路が費用の減尐が多く、運航間隔の増加が尐ないため荷主の視点から見て実行可
能性が高いといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
荷主費用減少額 225,939 153,126 325,816 37,908 57,836 79,512 102,556
1航路あたり荷主費用減少額 1,558 1,445 2,116 677 650 580 276
荷主費用減少割合 8% 13% 10% 8% 12% 8% 8%
荷主費用評価 3 3 3 3 3 3 3
運航間隔の増加分(日） 2.5 8.2 3.7 5.3 9.2 8.5 2.0
運航間隔評価 4 1 4 3 1 1 4
荷主
＊数字はすべて消席率５0％向上時におけるもの
荷主費用評価 0 1 2 3 4 5
荷主費用増加額 百万以上 1000000～ 5000000～ 0～ ‐500000～ ‐1000000～
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5.5.7 実現可能性の検討 
各主体別の数値、評価を表 5.5.10 にまとめた。主体別の評価のまとめを表 5.5.11 に示し、それ
をもとに実行可能性を考察したのが表 5.5.12 になる。 
 
表 5.5.10 消席率向上（寄港頻度減尐）における視点別各数値まとめ 
 
 
表 5.5.11 消席率向上（寄港頻度減尐）における主体別評価まとめ 
 
 
 
表 5.5.12 消席率向上（寄港頻度減尐）における実行可能性まとめ 
 
 
視点別の評価で見ると消席率向上（寄港頻度減尐）では CO2 排出削減量は多く社会的な評価は
高い、また、船社における費用の削減が大きく船社においてもプラスの効果が高い。しかし、荷
主の視点から見ると費用は減尐するが、運航間隔が増加する。したがって、消席率向上（寄港頻
度減尐）は CO2 排出量の削減に効果的であり、船社にとってもメリットの大きい削減策であるが、
荷主においてサービスレベルが減尐するため、費用の減尐によるメリットが運航間隔の増加にデ
メリットを上回る必要がある。しかし、CO2 排出量、費用共に減尐するため、実行しやすい削減
策であるといえる。 
地域別で見ると CO2、費用の削減量が大きい北米、欧州航路や運航間隔の増加の尐ないアフリ
カ航路、東アジア域内航路で実行可能性が高いといえる。 
 
 
 
＊数字はすべて消席率５0％向上時におけるもの
＊北米、東アジア域内航路は消席率が100%を超えないように設定しているため、50%の向上ではない
視点 項目 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
総CO2排出削減量（百万トン） 25 15 33 4 6 8 10
1航路当たりCO2排出削減量（トン） 173,454 144,894 215,815 73,501 68,323 55,200 26,596
CO2排出削減量（トン/TEUマイル） 0.00021 0.00039 0.00018 0.00022 0.00044 0.00034 0.00023
CO2排出量削減割合 68% 97% 87% 94% 97% 95% 70%
総費用減少額（百万円） 250,580 139,801 304,179 38,301 56,753 65,673 78,705
1航路当たり総費用減少額（百万円） 1,728 1,319 1,975 684 638 479 212
船社費用効率変化（円/TEUマイル） 1.4 4.6 2.1 2.7 5.4 5.1 1.9
船社費用減少割合 9% 12% 10% 8% 12% 6% 6%
隻数減少 - - - - - - -
1航路あたり隻数減少 - - - - - - -
隻数減少割合 - - - - - - -
荷主費用減少額 225,939 153,126 325,816 37,908 57,836 79,512 102,556
1航路あたり荷主費用減少額 1,558 1,445 2,116 677 650 580 276
荷主費用減少割合 8% 13% 10% 8% 12% 8% 8%
運航間隔の増加分(日） 2.5 8.2 3.7 5.3 9.2 8.5 2.0
CO2
船社
荷主
視点 北米 南米 欧州 アフリカ オセアニア 中東・南ア 東アジア域内
社会的評価 ○ ○ ◎ △ △ △ △
船社 △ △ △ △ △ △ △
荷主 ○ △ ○ △ △ △ ○
実行可能性評価 ◎ ○ ◎ △ △ △ ○
＊数字はすべて消席率５0％向上時におけるもの
視点 北米航路 南米航路 欧州航路 アフリカ航路 オセアニア航路 中東・南ア航路 東アジア域内航路
社会的評価 ○ ○ ◎ △ △ △ △
船社 △ △ △ △ △ △ △
荷主 ○ △ ○ △ △ △ ○
実行可能性評価 ◎ ○ ◎ ○ ○ △ ○
＊数字はすべて消席率５0％向上時におけるもの
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5.6  CO2 排出量削減策実行可能性まとめ 
 
削減策の実行可能性に対する検討をまとめると以下の表 5.5.1 のようになる。 
 
表 5.6.1 削減策別実行可能性まとめ 
 
 減速航海は CO2 の減尐量も大きいが、費用の増加も大きい削減策である。なので、実行可能性
としては費用以上に CO2 排出量を削減できる航路、もしくは費用の増加が尐ない航路で効果的と
考えられる。地域別で見ると、最も効果的なのは東アジア域内航路で費用をそれほど増やすこと
なく CO2 を削減することができる。北米、欧州航路においても CO2 の削減を見込むことができ
るが費用が増加すること、必要隻数が増加することが問題である。 
 船型の大型化は、CO2 排出量を削減することができ、また、費用を大幅に削減することができ
る。特に元の TEU の大きい航路、隻数の多い航路で効果的である。タダだし、寄港頻度が減尐
するので荷主に対するサービスレベルが減尐する。地域別で見ると CO2 排出量、運航費用の面か
ら、欧州航路において最も効果的だと考えられる。しかし、寄港頻度が減尐するため、サービス
レベルが下がることが問題である。欧州航路では寄港頻度の減尐以上に費用の減尐が大きいため、
運賃を大幅に下げることがでカバーすることができ、実行可能性は高いと考える。 
 消席率向上（船型縮小）において、CO2 排出量はわずかに減尐、もしくは増加する。この削減
策は消席率の低い航路で有効である。反対に高い航路では CO2 排出量が増加することがある。費
用については船型大型化と同じく大幅に減尐する。それに対し、寄港頻度の減尐などは伴わない
ので、効果は尐ないが実行しやすい削減策といえる。地域別で見ると他に有効な削減策の尐ない
アフリカ航路、オセアニア航路、中東・南ア航路においては有効な削減策であると考えられる。
特に中東・南ア航路においては比較的効果が高い。 
 消席率向上（寄港頻度減尐）においては消席率の向上と減速を同時に行っているため、CO2 排
出削減効果が大きく、最も CO2 排出量を削減できる。また、消席率の小さい航路においては CO2
排出効率が大幅に向上する。ただし、寄港頻度が減尐するため運航間隔が増加する。運航間隔は
荷主へのサービスにつながるので、荷主の視点から見ると好ましくないことになる。なので、消
席率の小さい航路、もしくは運航間隔の増加の小さい航路で有効な削減策ということができる。
地域別で見ると、CO2 排出量が大きく、運航間隔増加の尐ない、北米航路において最も効果的だ
と考えられる。また、南米航路、オセアニア航路、中東・南ア航路等のように消席率の低い航路
においても、運航間隔の増加を抑えることができるなら、効果的だと考えられる。 
 
 
 
 
 
削減策 北米航路 南米航路 欧州航路 アフリカ航路 オセアニア航路 中東・南ア航路 東アジア域内航路
減速航海 △ △ △ △ △ △ ○
船型大型化 ○ △ ◎ △ △ △ △
消席率向上（船型縮小） △ △ △ △ △ ○ ×
消席率向上（寄港頻度減少） ◎ ○ ◎ ○ ○ △ ○
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第 6 章 結論と今後の課題 
 
6.1 結論 
 
 本研究における目的は CO２排出削減策における実行可能性を地域別に求めることを目的であ
った。それに対し、地域別の特徴を抑え、4 パターンの CO2 排出削減策に対して CO2 排出削減
量、船社、荷主の視点別に評価を行い、地域別に実行可能性を検討することができた。また、CO2
排出削減策ごとの特徴をとらえることができた。なので、本研究における目的は達成されたと考
える。 
 地域別の特徴としては、北米航路、欧州航路の CO2 排出量、費用が大きいことがまず挙げられ
る。東アジア域内航路においては、輸送量の多さに対して CO2 排出量が尐ないこと、その理由と
しては高い消席率、速度の低さにより CO2 排出効率が良いからである。それ以外の航路において
は CO2 排出量、費用は尐ないが、TEU マイル当たりの効率で見ると反対に高い数値を示す。そ
の理由は低い消席率であること等があげられる。 
 削減策ごとの特徴を見ると、減速航海については CO2 排出削減量は大きいが、費用の増加も大
きい削減策で、費用の増加額の尐ない東アジア航路において実行可能性が大きいことが分かった。 
 船型の大型化は CO2 の削減が額はそれほど劇的ではないが、費用の削減額が大きい。ただし、
運航間隔が増加してしまいサービスのレベルが低下する削減策であること。特に元々、隻数が多
く、船型の大きかった欧州航路で実行可能性が高い。 
 消席率の向上については船型を縮小させる方法と寄港頻度を減尐させる方法の２つあり、船型
を縮小させる方法は CO2 排出量が尐ない代わりに、費用の削減額が大きい。また、デメリットに
なることがないため、実行に移すのは容易であるが、CO2 排出量の削減量が尐なく、場合によっ
ては CO2 排出量が増加することから行いやすいが、効果の尐ない削減策といえる。消席率の低か
った南米航路、中東・南ア航路において比較的実行可能性が高い。 
 消席率を向上させる代わりに寄港頻度を減尐させる削減策は、最も CO2 排出量を削減すること
ができ費用も増加しないが、運航間隔が増加する。同じ、運航間隔が増加する、船型の大型化と
比べると費用が増加している分だけ実行しにくい政策だといえる。元々消席率の高い北米航路に
おいては、すぐに頭うちになってしまうが、それでも CO2 排出削減量が多い。また、運航間隔の
増加も尐ないため実行可能性の高い航路といえる。消席率の低かった航路で CO2 排出の効率が劇
的に増加する。 
 地域別の有効な削減策としては、欧州航路においては船型の大型化が、東アジア域内航路にお
いては減速航海が、南米航路と中東・南ア航路においては消席率向上（船型縮小）が、北米航路
と消席率の低い航路においては消席率向上（寄港頻度減尐）が実行可能性が高いこと判明した。 
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6.2 今後の課題 
 
 今後の、課題としては費用の計算をより正確に求められるようにする必要がある。今回 
の研究では船費の割合が多かったため、船型の大型化の費用削減額が大きくなったが、費 
用の構成比が変われば、削減策の効果も変わり実行可能性の有無にも影響がある。特に費用の計
算に使用する定数は詳しく調べる時間がなく、参考にした論文の数字をそのまま使用したため、
より詳細な計算を行うためには新しく計算しなおす必要がある。 
 本研究では船齢を考慮して計算したが、計算に時間がかかり船齢を対象とした検討を行うこと
ができなかった。また、TEU 別の航路の検討、速力別の航路の検討なども行えなかった。実際に
は地域によっても、ひとつひとつの航路ごとにデータが異なるため、地域とは別の観点での検討
は行うべきである。 
 地域別で見ると今回の検討は東アジアを含む航路のみを対象としているため、それ以外の航路、
特に北米―欧州航路を対象とした検討を行うべきである。また、船種でいえば今回はコンテナ船
のみを対象にしているため、タンカーやバルカー等の不定期船の検討も行うべきである。 
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